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主 要 記 事 の 要 旨

我が国の選挙運動規制の起源と沿革
―大正 14 年普通選挙法制定の帝国議会における議論を中心に―

佐　藤　　　令　　
丸　本　友　哉　　

①　我が国の公職選挙法は、選挙運動の時期、主体、方法について厳しく制限しており、「べ
からず法」と呼ばれるほど、禁止される選挙運動が多い。諸外国にも最低限の選挙運動規
制は存在するが、選挙運動の方法について制限する制度は、他の主要先進国に見ることは
ほとんどできない。

②　厳しい選挙運動規制が導入されたのは、大正 14 年の衆議院議員選挙法においてである。
戸別訪問の禁止や文書図画の制限といった厳しい選挙運動規制を象徴する規定はこの時に
導入された。併せてイギリスに倣って選挙運動費用の制限も行うこととした。しかし、同
法は男子普通選挙を導入した法律でもあるため、帝国議会での審議は選挙資格についての
議論が中心となり、選挙運動規制についての議論はあまり多く見られない。

③　選挙運動規制を行うこととなったのは、政府によれば、政界の腐敗が大きな問題になっ
ていたためである。腐敗の最大の原因は莫大な選挙費用にあると考えられていた。選挙の
公正を期し、選挙費用を抑制し、資力の乏しい候補者であっても競争可能とするために、
選挙運動費用を制限し、選挙運動方法を制限した。しかし、選挙運動規制は、新人候補者
にとって不利になるため、現職議員の保身策ではないか、との指摘もあった。

④　戸別訪問を禁止する趣旨は、「買収など不正の機会をなくすため」及び「情実や感情で
はなく、人物識見や主義政策に基づいて投票するため」の大きく 2 点に集約される。議員
の中でも禁止への反対論は見られなかった。

⑤　文書図画の制限は、その詳細を命令に委任していた。制限そのものへの反対論はあまり
見られないが、制限の内容を命令に委任することについて議員から批判がなされている。
政府は命令の草案を示し、ポスターなどの掲示を主な対象とする旨答弁している。当時は
有権者に配る文書については特に制限されてはいなかった。

⑥　選挙運動費用の上限は、前回の大正 13 年総選挙の平均選挙運動費用の約 6 割とされる
こととなった。これは、選挙運動の規制を行うことや選挙公営を実施することなどにより
選挙運動費用を少なくすることが可能であると見積もった結果である。この費用制限に対
して野党は反対し、規定を削除する修正案を提出している。また、企業等が自己の利益の
ために選挙運動費用を提供することを禁止すべきである、との意見があった。

⑦　最後に参考資料として、現行の公職選挙法において規制されている選挙運動方法につい
て、個々の規制の概要を整理するとともに、その導入の背景や今日までの大きな改正点な
どをまとめた。



レファレンス　平成 22 年 11 月号

レファレンス　2010. 11 75国立国会図書館調査及び立法考査局

第Ⅰ部　日本の議会制度の変遷

我が国の選挙運動規制の起源と沿革
―大正 14 年普通選挙法制定の帝国議会における議論を中心に―

政治議会課　　佐藤　　令
政治議会課　　丸本　友哉

目　　次

はじめに
Ⅰ　選挙運動規制全般
Ⅱ　戸別訪問の禁止
Ⅲ　文書図画の制限
Ⅳ　選挙運動費用の制限
おわりに

別表　現行法における選挙運動規制の概要



レファレンス　2010. 1176

はじめに

選挙運動とその規制の意義については「選挙
運動は、各候補者の人物、政見等をも含め選挙
人に対してなにびとを選挙すべきかの判断の基
礎を与えるものであって、その点からすれば、
選挙運動は可能な限り自由にすべきである。た
だ、無制限な自由を認めると、ややもするとそ
の選挙が財力、威力、権力等によってゆがめら
れるおそれが生じる。このため、選挙の公正を
確保するためには選挙運動に一定のルールを設
け、そのルールに従って選挙運動が行われるよ
うにする必要がある」（1）と解説されている。

しかし、我が国の選挙運動規制は、「『選挙の

公正』という立場から、欧米の法制に比して、
きわめて厳しい規制を選挙運動に対して加えて
おり、自由選挙の原則が十分に実現していると
はいえない状況にある」（2）と指摘されている。そ
の規制は、選挙運動の時期、主体、方法につい
て制限を加えるもので、「べからず法」と呼ば
れる（3）ほど、禁止される選挙運動が多い。文書
図画の制限に見られるような、禁止される選挙
運動を限定列挙するのではなく、選挙運動を包
括的に禁止し、その禁止から除外されるものを
法文に規定する方式は、「包括的禁止・限定的
解除」と言われており、昭和初期に始まり（4）、
現在まで続いている（5）（各種選挙運動規制が導入

された年については表 1 を参照）。
諸外国にも最低限の選挙運動規制は存在する

⑴　 選挙制度研究会編『実務と研修のためのわかりやすい公職選挙法（第 14 次改訂版）』ぎょうせい, 2007, p.176.
⑵　 野中俊彦ほか『憲法Ⅱ（第 4 版）』有斐閣, 2006, p.22.（高見勝利執筆）
⑶　 新しい日本をつくる国民会議（21 世紀臨調）「政権選択時代の政治改革課題に関する提言」2010.4.16, p.41. 

〈http://www.secj.jp/pdf/20100416-1.pdf〉；「風見鶏　亀の歩みの公選法改正」『日本経済新聞』2009.5.3. など。
⑷　 文書図画の制限は大正 14 年から始まっているが、包括的禁止・限定的解除の方式となったのは、文書図画の

掲示については昭和 4 年から、文書図画の頒布については昭和 5 年からである。
⑸　 杣正夫『日本選挙制度史―普通選挙法から公職選挙法まで』九州大学出版会, 1986, p.91.

表 1　各種選挙運動規制が導入された年

 

 
 明治 33 年      大正 14 年      昭和 9 年   22 年 23 年  27 年 29 年                           平成元年       22 年現在 

文書図画の頒布・掲示  

文書図画の頒布又は掲示につき

禁止を免れる行為 
 

新聞広告  

演説会  

街頭演説  

連呼行為  

放送設備の使用  

選挙事務所  

休憩所等  

自動車、船舶及び拡声機の使用  

戸別訪問  

署名運動  

人気投票の公表  

飲食物の提供  

気勢を張る行為  

あいさつ状  

あいさつを目的とする有料広告  

選挙期日後のあいさつ行為  

 

※	 この表は、現行の公職選挙法で規定されている選挙運動の方法による規制が、何らかの形で導入された年を示したものである。
当初は、法律ではなく、政省令や衆参各院による申し合わせなどによって導入された規制もある。ただし、規制の多くは、時
代によってその内容や形式を変えている。詳細は「別表　現行法における選挙運動規制の概要」を参照のこと。

（出典）	 筆者作成
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が、その多くは、選挙当日の選挙運動を禁止する
等の「時期」の制限又は一部の公務員の選挙運
動を禁止する等の「主体」の制限である。選挙
運動の「方法」について制限する例は、他の主
要先進国にはほとんど見ることができない（6）。中
でも「戸別訪問の禁止」（7）や「文書図画の制限」（8）

は、日本の厳しい選挙運動規制を特徴づけるもの
と言えよう。

大正 14（1925）年に制定された衆議院議員選
挙法（9）（大正 14 年法律第 47 号。以下「大正 14 年法」

という。）は、「普通選挙法」と呼ばれ、対象は
男性だけであったものの、選挙資格から納税要
件を撤廃したことが最大の特徴である。また、
同法は、厳しい選挙運動規制と中選挙区制とい
う我が国独特の制度を導入することとなった法
律でもあった。帝国議会（10）での審議は約 1 か
月余りに及んだが、その多くが選挙資格につい
ての議論であり（11）、選挙運動規制についての
議論は中心的なものとはならなかった。新聞報
道等も選挙資格についての記事が中心で、選挙
運動についての記事はそれほど多くは見られな
かった。

本稿では、大正 14 年法の選挙運動規制の条
項について、帝国議会においてどのような議論
が行われていたかを紹介する。まず、選挙運動
規制全般についての議論に触れ、各論として、

第 98 条（戸別訪問の禁止）、第 100 条（文書図画

の制限）及び第 102 条（選挙運動費用の制限）に
ついての議論に焦点を絞って取り上げることと
する。

Ⅰ　選挙運動規制全般

大正 14 年法で制定された主な選挙運動規制
は以下のとおりである。
①　選挙事務所は、候補者一人につき七か所を

超えてはならない（第 90 条）。
②　選挙運動のために休憩所等の設備を設けて

はならない（第 92 条）。
③　演説又は推薦状による場合を除き、候補者、

選挙事務長、選挙委員又は選挙事務員でない
第三者は選挙運動をすることができない（第

96 条）。
④　戸別訪問、個々面接又は電話による選挙運

動をすることができない（第 98 条）。
⑤　内務大臣は、選挙運動のために頒布し又は

掲示する文書図画に関し、命令をもって制限
を設けることができる（第 100 条）。

⑥　選挙運動費用の支出の上限を定めた（第

102 条）。
 
このような選挙運動規制を行う趣旨につい

⑹　 諸外国においては、選挙の公正のために、選挙運動の方法を直接に制限するのではなく、選挙運動費用に上限
を設けることによって間接的に制限する例が多い。ただし、メディアの利用については、制限する国が多く見ら
れる。

⑺　 戸別訪問を禁止している国としては韓国が挙げられるが、他に例を見つけることはできない。
⑻　 フランスは、ポスター、回状及びビラなどの掲示や配布を制限している。イギリスやドイツなどは、文書に責

任者を明記することが義務付けられているが、掲示や配布については原則として自由である。
⑼　 衆議院議員選挙法は、まず明治 22 年に衆議院議員選挙法（明治 22 年法律第 3 号）として制定された後、明治

33 年に全部改正が行われた（衆議院議員選挙法（明治 33 年法律第 73 号））。さらに、明治 33 年法律第 73 号は、
大正 14 年に全部改正が行われた（衆議院議員選挙法（大正 14 年法律第 47 号））。本稿で取り上げるのは、この
大正 14 年法律第 47 号である。大正 14 年法律第 47 号は、昭和 25 年に廃止され、参議院議員選挙法（昭和 22 年
法律第 11 号）などの選挙関係法とともに公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）に統一されて現在に至っている。

⑽　 大正 14 年法案が審議された第 50 回帝国議会当時は、憲政会、立憲政友会及び革新倶楽部を与党、憲政会総裁
の加藤高明を内閣総理大臣とする護憲三派内閣であった。政友本党や中正倶楽部が主な野党である。

⑾　 選挙資格についての議論を紹介した文献としては、松尾尊兌『普通選挙制度成立史の研究』岩波書店, 1989；
山室建徳「普通選挙法案は、衆議院でどのように論じられたのか」有馬学・三谷博編『近代日本の政治構造』吉
川弘文館, 1993, pp.66-102；佐藤尋生「普通選挙法の成立」『政教研叢書』3 号, 2003.2, pp.19-71. などがある。
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て、政府は以下のように述べている。
 

○加藤高明内閣総理大臣「近時ノ選挙ヲ実見イ
タシマスルニ、各種ノ悪弊百出シ、殆ド其極
ニ達シタカト見ラルル程デアリマス、斯ノ如
クニシテ改ムル所ナクンバ適材ハ候補タルコ
トヲ忌避スルニ至リ、従テ議員全般ノ威信ノ
低落トナリ、憲政前途ノタメ、洵ニ憂慮ニ堪
ヘナイ所デアリマス、就中、選挙費用ノ濫増
ハ最モ著シキモノノ一ツデアリマス、政府ハ
是等弊害ヲ矯正シテ選挙ノ公正ヲ期スルノ途
ヲ樹テ、選挙費用ノ低下ヲ図リ、選良ヲ衆議
院ニ網羅スルノ法ヲ講ズルハ立憲政治ヲシテ
健全ニ発達ヲ遂ゲシムル所以ナリト信ジ、是
等ニ関シ現制ニ対シ根本的改正ヲ施スノ必要
ヲ認メタノデアリマス」（第 50 回帝国議会貴

族院議事速記録第 18 号　大正 14 年 3 月 4 日　

p.397.）（12）

○若槻禮次郎内務大臣「選挙運動ノ費用ハ選挙
ノ回数ヲ加フル毎ニ著シク増加スル傾向デア
リマス、若シ現状ノ儘ニシテ推移シテ行キマ
スト云フト、将来、選挙運動ハ一層激甚トナ
リマシテ、其為ニ消費スル費用モ愈々膨張ス
ルコトニナラウト思ハレマス、殊ニ資力ノ乏
シイ候補者ハ、仮令、其人格識見ニ於テ卓越
シテ居リマシテモ、資力富裕ナル候補者ニ圧
倒セラレルコトニナラウト思ハレマス、斯ノ
如キ資力ノ競争ヲ致シマスコトハ、決シテ公
正ナル選挙競争デアルト云フコトハ出来マセ

⑿　 帝国議会の会議録は、国立国会図書館『帝国議会会議録検索システム』〈http://teikokugikai-i.ndl.go.jp/〉で閲
覧可能である。なお、会議録の引用にあたっては、筆者の判断で一部旧字を新字に改めた。また、当時の会議録
は句点と読点の区別をせずに全て読点を用いている。この点は原文のままとした（以下同様）。

⒀　 この時期に腐敗が深まったことの原因としては、政党勢力の政治的影響力が広がり、内閣にとって衆議院に多
数議席を獲得する重要性が高まり、選挙に勝つことに努力を集中するようになったものの、政党は選挙民の中に
日常的組織を持たなかったため、支持を求めるために暴力的圧力、情実の起用、勧誘・依頼、買収、権力の利用
等々の手段に訴えるようになったから、と指摘されている（杣　前掲注⑸, p.53.）。

⒁　 同上, p.92.
⒂　 杣正夫「公職選挙法と自由選挙―戸別訪問自由化、言論・文書活動解禁を中心に」『ジュリスト』No.715, 

1980.5.1, p.39.
⒃　 杣　前掲注⑸, p.92.
⒄　 ただし、フランスでは、1914 年に、選挙運動費用を間接的に制限するために、選挙宣伝用広告の形式を制限

した（Louise Overacker, Money in Elections , New York : The Macmillan Company, 1932, p.204.）。

ヌ、ソレ故ニ新ニ規定ヲ設ケマシテ、選挙運
動ノ費用ヲ直接間接ニ制限イタサウト思フノ
デアリマス」（同上　p.401.）

 
当時は政界の腐敗が大きな問題となってい

た（13）。その腐敗の最大原因は莫大な選挙費用
にあり、選挙の公正を期し、選挙費用を抑制し、
資力の乏しい候補者であっても競争可能とする
ために、直接に費用の最高額を制限する一方、
間接に選挙運動の人的要素、物的要素に制限を
設ける、ということが選挙運動規制の趣旨であ
る（14）。

しかし、その背景には、「戸別訪問と個々面
接の禁止によって、候補者の運動体と選挙民と
の選挙運動における直接的接触の切断をはか
り、選挙運動を演説と文書活動の間接手段に限
ろうとした」（15）という政府側の意図と、「運動
や費用の規制は新人候補に対して不利にはたら
くことは否めない。そういう意味の現議員の保
身策も勿論この規制立法のかくれた意図であ
る」（16）という議員側の意図があったことが指
摘されている。

当時、諸外国においても、選挙腐敗に対する
取締法制が整備されてはいたが、現在と同様に、
選挙運動の方法に対する制限はほとんど行われ
ていなかった（17）。イギリスは、1883 年腐敗行為・
違法行為防止法を制定し、買収などの「腐敗行
為」と選挙運動費用の超過などの「違法行為」
の定義を行い、これらに違反した場合に当選を
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無効とし、選挙権・被選挙権を停止する制度や、
代理人が違反した場合に候補者にもその効果を
及ぼす連座制を導入した（18）。アメリカは、1907
年の連邦腐敗行為防止法において候補者の選挙
費用の制限や企業体の政治結社に対する寄附の
制限などを行い、1910 年の連邦公開法におい
て候補者や政党に選挙費用の公開を義務付け
た。いずれも選挙運動の方法に対する制限は原
則として行っていない。（19）

大正 11 年に内閣に設置された衆議院議員選
挙法調査会では、外国の立法例の調査も行われ
ている。同調査会の資料では、選挙事務所及び
選挙運動者についての制限並びに連座制につい
てはイギリスの立法例を紹介しているものの、
戸別訪問については「外国ノ立法例　戸別訪問
ヲ制限シタル例ナシ」としている（20）。

Ⅱ　戸別訪問の禁止

戸別訪問の禁止の趣旨は、大正 14 年法の制
定直後に内務省が刊行した『衆議院議員選挙法
改正理由書』によれば、以下のとおりである。

 
「選挙ノ本質ヨリ論ズレバ、人物識見又ハ主
義政策ノ合致ヲ以テ、議員候補者ハ自己ノ信
任ヲ問ヒ、選挙人ハ投票スベキ議員候補者ヲ
定ムベキモノナルニ、戸別訪問ノ如ク情実ニ
基キ感情ニ依ツテ当選ヲ左右セムトスルガ如
キハ、之ヲ議員候補者ノ側ヨリ見ルモ其ノ品
位ヲ傷ケ、又選挙人ノ側ヨリ見ルモ公事ヲ私
情ニ依ツテ行フノ風ヲ馴致スベク。今ニシテ

之ヲ矯正スルニ非ザレバ、選挙ノ公正ハ遂ニ
失ハルルニ至ルベシ。如之戸別訪問ニ際シ双
方ノ交渉ハ公然行ルルモノニ非ズシテ、隠密
ノ間ニ行ハルルガ為、往々ニシテ投票買収等
ノ不法不正ナル行為ヲ助成スルノ虞アリ」（21）

また、帝国議会において政府委員は以下のよ
うに答弁している。

○政府委員（山岡萬之助司法省刑事局長）「買収
行為之ガ今日マデノ選挙ニ於テ最モ弊害ノ
アッタ所デアリマシテ、（中略）此財産上ノ
利益ヲ以テ選挙界ヲ腐敗スルト云フコトハ、
之ガ立憲政治ニ於テハ最モ忌ムベキコトデア
リマス、是ハ申上ゲルマデモナイコトデアリ
マス、ソレヲ此度ハ選挙運動ニ於テ戸別訪問
ヲ禁止シテ、仍テ其買収ト云フコトノ便宜ヲ
絶対ニ奪ヒ去リ、買収行為ガ容易ニ出来ナイ
ヤウニスルト云フコトハ、確ニ是ハ全部トハ
申シマセヌガ、戸別訪問ヲ禁止スル趣旨ノ一
ツデアル」（第 50 回帝国議会衆議院衆議院議員

選挙法改正法律案（政府提出）委員会議録（速記）

第 5 回　大正 14 年 2 月 26 日　p.44.）

つまり、戸別訪問を禁止する趣旨は、「買収
など不正の機会をなくすため」及び「情実や感
情ではなく、人物識見や主義政策に基づいて投
票するため」の大きく 2 点に集約される。

前者については、現在の公職選挙法の逐条解
説においても、戸別訪問を禁止する第一の理由
として挙げられている（22）。しかし、現在でも

⒅　 後に記すように、大正 14 年法は、1883 年腐敗行為・違法行為防止法を参考にして選挙運動費用の制限を行う
こととした。同法は、その他にも選挙違反に対する当選無効、選挙権・被選挙権の停止及び連座制などの制度を
導入したが、本稿は、選挙運動の方法による制限と費用による制限に焦点を当てたため、それらの制度について
は取り上げなかった。

⒆　 林田和博「選挙法」黒田覚・林田和博『国会法／選挙法』（法律学全集　5）有斐閣, 1958, pp.163-165.
⒇　『選挙運動方法ノ取締ニ関スル調査資料』衆議院議員選挙法調査会, [192-], pp.34-35, 79-81, 97, 105-108.
�　 内務省編『衆議院議員選挙法改正理由書』内務省, 大正 14（1925）, p.206. なお、同資料は、国立国会図書館『近

代デジタルライブラリー』〈http://kindai.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/971510〉でも閲覧可能である。なお、史料の
引用にあたり、筆者の判断で一部旧字を新字に改め、句読点及び濁点を付与した（以下同様）。

�　 安田充・荒川敦編著『逐条解説 公職選挙法 下』ぎょうせい, 2009, p.1020.
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普通選挙導入当時と同じ理由を挙げていること
に対しては、「戦前のような大衆蔑視感はある
まいが、根強くしみついた弊害過大評価がある
と思われる」（23）、という批判もある。

後者については、現在の逐条解説には挙げら
れていない。選挙制度史の研究で著名な杣正夫
氏は、かつての戸別訪問は「普選以前の制限選
挙制下ではもっとも有効とされ、多用された手
段であった。有権者は一応の資産家であり、数
も限られていた。立候補を宣言したものはこれ
ら資産家を名簿をたよりに軒並み訪問したので
ある。それは候補者には欠かせない挨拶行為で
もあった。戸別訪問は挨拶、勧誘、依頼の意味
をもった運動で、必ずしも政策や人物の指導力
の宣伝を意味しなかった」（24）としている。一方、
現在では、戸別訪問を解禁すべきとの立場から、
その意義として「政策を有権者に訴える手段と
して、有権者と候補者とのコミュニケーション、
討論、話し合いの場として、あるいは対話型選
挙実現のために、さらには国民の政治参加を強
め、投票率を高める手段としても、戸別訪問は
きわめて有用、有効」（25）であることが主張される。
政策に基づいて投票することが重要であるとい
う点では一致しているものの、戸別訪問につい
ての考え方が変化してきていると言えよう（26）。

 
帝国議会の審議において戸別訪問禁止に反対

する意見は見受けられない。禁止に賛同する主
な発言を以下に挙げる。

○建部遯吾議員（憲政会）（27）「第一回ノ衆議院
議員選挙ノ行ハレマシタトキニハ、何等戸別
訪問ナドハ無カッタ、其後戸別訪問デ悪イ味
ヲ覚エタモノデアリマスカラ、選挙民ガ一種
ノ何ト申シマスカ、此席デハ慎マナケレバナ
ラヌヤウナコトヲ覚エテシマヒマシテ、ソレ
カラ先キハ戸別訪問デナケレバ物足ラヌト云
フ感ジヲスルニ至ッタノデアリマス、又買収
ノ代償デモ貰ハナケレバ物足ラヌト云フヤウ
ナ感ヲ致シタノデアリマス」（第 50 回帝国議

会衆議院衆議院議員選挙法改正法律案（政府提出）

委員会議録（速記）第 2 回　大正 14 年 2 月 23 日

p.14.）

○浦山助太郎議員（中正倶楽部）「今回ノ改正案
デ吾々ガ最モ嫌ウテ居リマシタ所ノ戸別訪問
ヲ廃セラルルコトハ洵ニ結構ナ事デ喜バシク
感ズルノデアリマス」（第 50 回帝国議会衆議院

衆議院議員選挙法改正法律案（政府提出）委員会

議録（速記）第 5 回　大正 14 年 2 月 26 日　p.39.）

○安川敬一郎議員（公正会）「此御改正ニハ実ニ
双手ヲ挙ゲテ御賛同ヲ申シ上ゲルノデアリマ
ス（中略）手段ハ心喜バナクテモ已ムヲ得ズ、
戸別訪問ヲセナケレバナラヌト云フ訳ニナル
ノデアリマス（中略）有権者ナルモノハドウ
デアルカト云フト、左様ナル候補者デナイト、
又斯ノ如キ勧誘ヲ受ケナイト、何トナク冷淡
ニ構ヘテ居ルト云フヤウナ感ジノ為ニ投票ヲ
得ルコトガ少イ」（第 50 回帝国議会貴族院議事

�　 野中俊彦『選挙法の研究』信山社出版, 2001, p.241.
�　 杣正夫「戸別訪問禁止・考」『ジュリスト』No.748, 1981.9.1, p.59.
�　 藤田達朗「戸別訪問禁止をめぐる国会審議と立法事実―第 128 回国会の審議に示された戸別訪問禁止の立法

事実の検証」『政策科学』3 巻 3 号, 1996.2, p.153.
�　 しかし、最高裁判所は、戸別訪問の禁止は「意見表明の手段方法のもたらす弊害、すなわち、戸別訪問が買収、

利害誘導等の温床になり易く、選挙人の生活の平穏を害するほか、これが放任されれば、候補者側も訪問回数等
を競う煩に耐えられなくなるうえに多額の出費を余儀なくされ、投票も情実に支配され易くなるなどの弊害を防
止し、もつて選挙の自由と公正を確保することを目的としている」（最高裁判所第二小法廷昭和 56 年 6 月 15 日
判決）と戸別訪問の弊害を挙げている。その上で、禁止することによって得られる利益は失われる利益に比して
はるかに大きい、として、戸別訪問の禁止は合憲であるとの判断を一貫して下している。

�　 議員の所属会派は、衆議院・参議院編『議会制度七十年史　政党会派編』大蔵省印刷局, 1961. によって補った。
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速記録第 20 号　大正 14 年 3 月 6 日　p.472.）

 
戸別訪問禁止の背景に「現議員の保身策」（28）

があるとしても、与野党・貴衆を問わず、議員
が戸別訪問に対して否定的な見方をしているこ
とが窺える。新聞の論調も戸別訪問には批判的
であり（29）、禁止に批判的な記事はほとんど見
られない（30）。

なお、戸別訪問を禁止するという案は、大正
14 年法案において初めて現れたものではなく、
明治 41 年に衆議院に提出された議案（31）に既に
現れているほか、大正 3 年には内務省で検討さ
れていたことが明らかになっている（32）。

 
Ⅲ　文書図画の制限

文書図画の制限については、第 100 条におい
て「内務大臣ハ選挙運動ノ為頒布シ又ハ掲示ス
ル文書図画ニ関シ命令ヲ以テ制限ヲ設クルコト
ヲ得」と規定された。その趣旨は以下のとおり
である。

「文書、図画ノ頒布又ハ掲示ニ付テハ、一般
的ニハ出版法及治安警察法ニ基ク制限アリト
雖選挙運動取締上未ダ充分ナラザルノ憾ア
リ。本条ハ、選挙運動ノ為頒布シ又ハ掲示ス
ル文書、図画ニ関シ、出版法及治安警察法ニ
依ルノ外仍特殊ノ制限ヲ設ケ以テ従来ノ選挙
運動ニ経験シタル弊害ヲ除去スルト共ニ、間
接ニ選挙運動ノ費用ノ制限ニ資セムトスルノ
趣旨ニ出デタルモノナリ」（33）

 
当時の言論等の自由は、大日本帝国憲法第

29 条で「法律ノ範囲内ニ於テ」保障されるに
過ぎず、刑法、新聞紙法、出版法、治安警察法、
その他の警察取締法令によって制限を受けてい
た。しかし、普通選挙下の選挙においては、こ
れらの制限では充分でないとして、衆議院議員
選挙法によってもさらに制限を加えることと
なったのである（34）。

帝国議会の審議においては、文書図画の制限
自体についてはあまり議論が見られない。しか
し、その制限内容を命令に委任している点は議

�　 杣　前掲注⑸, p.92.
�　「欧米の選挙運動　その遣り口が概して堂々たるは国民が政治趣味を解するからだ」『東京朝日新聞』大正 4

（1915）.1.11. は、イギリス、フランス、アメリカなどでは、演説が選挙運動の中心であって、日本の「河童の水
潜りの如き姑息と陰険極まる戸別訪問」は行われていない、と戸別訪問を批判している。また、「社説　区会議
員選挙」『東京朝日新聞』大正 14（1925）.11.28. は大正 14 年法成立後の記事であるが、「戸別訪問は巧に人情の弱
点に乗じたもので、投込まるる名刺の数の多き候補者に投票せねば気の毒なやうに感ぜられるものであるがしか
し是がそもそも情実選挙である。この気分を一掃せねば公正なる選挙は行はれない」と戸別訪問を批判している。

�　 数少ない禁止に批判的な意見としては、美濃部達吉「如何にして選挙界の廓清を期すべきか（上）」『国家学会
雑誌』38 巻 4 号, 大正 13（1924）.4, p.12. がある。戸別訪問を含む選挙運動の取締りについて、「誠実に法律を遵奉
する者に不当なる不利益を与へ、密に法網を潜る者をして却て有利の地位に立たしむること」及び「選挙の取締
が却て官権に依る選挙干渉の手段として用ゐられる虞が有ること」を挙げて反対している。普選問題に関する調
査を行う法制審議会でも、戸別訪問の禁止が不可能であることを挙げてこれに反対している。同審議会では、元
衆議院議員で当時慶應義塾大学学長であった林毅陸氏も「選挙界の活気を失ふ」として、戸別訪問禁止に反対し
たが、他は賛成する者が多数であった（「選挙運動は言論文章に限定　戸別訪問絶対禁止を可決　法制審議会決了」

『東京朝日新聞』大正 12（1923）.12.1.）。
�　 衆議院議員選挙取締ニ関スル法律案（第 24 回帝国議会　衆法　高橋安爾議員提出）第 7 条。公開の演説又は

文書以外の方法で選挙人を勧誘してはならない、と規定することにより戸別訪問も禁止していた（杣　前掲注⑸, 
p.46.）。なお、同資料では、「1909 年（明治 42）第 24 回帝国議会衆議院に高橋安爾議員提出の衆議院議員選挙法
改正法律案」と書かれているが、誤りと思われる。「本案は審議未了に終わった」とも書かれているが、実際に
は法案は撤回されている。

�　 同上, pp.47-53.
�　 内務省編　前掲注�, p.212.
�　 杣正夫「選挙運動の文書図画制限規定と憲法原則」『法政研究』38 巻 2-4 号, 1972.7, p.416.
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論の対象となっており、具体的にどのような制
限を想定しているのかについて質疑が重ねられ
ている。

 
○松田源治議員（政友本党）「此制限ニ付テハ一

体ドウ云フ標準ニ依ッテ制限ヲスルノデアリ
マスカ、其点ヲ承ッテ置キマス」

○政府委員（川崎卓吉内務省警保局長）「案（35）モ
大体出来テ居リマスカラ、調ベテ申上ゲテモ
宜シウゴザイマスガ、詰リ「ポスター」立看
板掲示等ノ場所トカ、数トカ、形ノ大サ或ハ
単価ノ制限等ヲヤル積リデアリマス」

○松田議員「立札、「ポスター」招牌等デアル
トスレバ、候補者ガ選挙区民ニ向ッテ如何ナ
ル文書、図画ヲ発送シテモソレハ制限ガナイ
ノデアリマスカ、此点ヲ明瞭ニシテ置キタイ、
今ノ警保局長ノ御答ニ依レバ余リ危険ハナイ
ヤウデスガ、其他ノ文書図画ハ絶対ニ制限シ
ナイト云フコトヲ聴イテ置ケバ大変都合ガ好
イト思ヒマス」

○川崎政府委員「詰リ頒布シ又ハ掲示スルモノ
ニ付テ制限ヲ設ケルノデアリマス、只今申シ
マシタヤウナ場所、数、形、単価大体サウ云
フモノヲ考ヘテ居リマス」

○松田議員「サウスルト選挙区民ニ宣伝「ビラ」
ヲ撒クトカ、或ハ吾々ハ頒布ト云フ字モ諒解
スルコトガ出来ナイノデアリマスガ、矢張選
挙区民ニ配ルノモ頒布デアル、其「ビラ」ナ
ドヲ撒クノハ制限ハナイノデスカ」

○川崎政府委員「是ハ一ツハ費用ノ制限モアル
ノデスガ、一ツハ選挙ノ公正ヲ期シヤウト云
フ趣旨ナノデアリマス、選挙民ノ所ヘ文書ヲ
配ルト云フヤウナコトマデ制限ヲシヤウト云
フ考ハナイノデス、非常ニ威力ヲ示スヤウナ、
選挙ノ公正ヲ害スルコトヲ制限シ、又費用ヲ
掛ケルコトヲ制限スルト云フ趣旨カラ出テ居
ルノデアリマス」

（中略）

○松田議員「頒布ノ方法ト云フコトデスガ、選
挙区民ニ配ルノハ頒布ノ中ニ入ラヌノデス
カ」

○川崎政府委員「選挙民ニ配ル文書ト云フコト
ニ付テハ考ヘテ居リマセヌ、貼札デアルトカ、
掲示デアルトカ、看板デアルトカ、サウ云フ
風ナモノノ制限デアリマス」（第 50 回帝国議

会衆議院衆議院議員選挙法改正法律案（政府提出）

委員会議録（速記）第 6 回　大正 14 年 2 月 27 日

p.13.）

○阪本釤之助議員（研究会）「今度ノ法令デハ、
戸別訪問ヲスルコトモ、話ヲスルコトモ出来
ナイトナルト、今度ハ印刷物デアラウト、非
常ニ沢山ノモノガ出来ヤウト思ヒマスガ、此
第百条デ「内務大臣ハ選挙運動ノ為頒布シ又
ハ掲示スル文書図画ニ関シ命令ヲ以テ制限ヲ
設クルコトヲ得」トアリマスガ、此百条ハ之
ヲ平易ニ解釈シマスト、「ポスター」ノ類ト
カ或ハ電信柱ニ貼リ付ケルト云フヤウナ意味
ノモノニ制限ヲサレルノデアッテ、一人ノ候
補ニ付テ何千通以上ハ出スコトハナラヌト云
フヤウニ制限スルト云フ御精神デハナイデア
ラウト云フコトニ見ラレル（中略）新法ガ出
来レバソレヲ何トカヤッテ下サッタ方ガ宜イ
ト思ヒマスガ、何カ取締リハ付キマセヌカ」

○政府委員（川崎卓吉内務省警保局長）「御話ノ
通リニ百条ノ方ハ「ポスター」トカ、立看板
トカ、サウ云フ風ナモノニ付テノ制限ヲ致ス
積リナンデ、書状ノ方ノ制限ハ致ス積リデハ
ナイノデアリマス、書面ノ制限ヲ致スト云フ
コトモ至極御尤モノ御話シデアリマスガ、今
日迄ハ戸別訪問トカ何トカサウ云フヤウナコ
トガ行ハレテ居ッタノニ、今後一切書面マデ
制限スルト云フコトニナリマスト、今ノ実状
デハ余リニ窮屈ナ制限ニ失シヤセヌデアラウ

�　 ここに言う「案」は、3 月 17 日の貴族院の特別委員会において提示されている（第 50 回帝国議会貴族院衆議
院議員選挙法改正法律案特別委員会議事速記録第 6 号　大正 14 年 3 月 17 日　p.14.）。
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第五号中改正（昭和5年内務省令第4号）において、
文書図画の頒布についても包括的禁止・限定的
解除という制限が行われることとなり、有権者
に文書・書面を配ることも厳しく制限されるこ
ととなった。

Ⅳ　選挙運動費用の制限

選挙運動費用の制限についての規定は、イギ
リスの 1883 年腐敗行為・違法行為防止法を参
考にして導入された（38）。その趣旨は以下のよ
うに述べられている。

○政府委員（川崎卓吉内務省警保局長）「詰リ此
選挙費用ノ制限ハ、前ニモ大臣カラ御話ガ
アッタ通リデアリマスルガ、直接ニ一万二千
円ト云フ金デ制限スル事柄ト、其他各種ノ方
法、即チ戸別訪問ヲ禁ジマストカ、或ハ運動
員ヲ制限シマストカ、事務所ヲ制限シマスト
カ、立看板ヲ制限シマストカ、サウ云フヤウ
ナ間接ナル選挙ノ制限ヲ設ケテ居ルノデアリ
マス、従ッテ今迄ノヤウナ如キ考デ、運動費
ガ沢山要ルト云フ風ナコトハナイノデアラ
ウ、間接ニ要ルヤウナ費用ノ制限ヲシ、色々
ナ行動 ････ 運動ヲ制限シテ居リマスルノデ、
今日マデノ如ク要ラヌ、斯ウ考ヘテ居ルノデ
アリマス、主トシテ言論文章デ運動ササウ
ト、斯ウ云フ趣旨デ出来テ居ルノデアリマス、
一万二千円アリマシタナラバ、ソレデヤリ得
ル人ガアル、既ニヤリ得ルトスレバ、誰デモ
ヤリ得ナクチヤナラヌ、詰リ金ノ競争デナク
テ、人間ノ競争ト云フコトニ致シタイト云フ
趣旨ナノデアリマス、是デ大抵政府ト致シマ
シテハ、選挙ノ費用ハ償ヒ得ルモノト考ヘテ
居ルノデアリマス」（第 50 回帝国議会貴族院衆

議院議員選挙法改正法律案特別委員会議事速記録

第 6 号　大正 14 年 3 月 17 日　p.21.）

カト云フノデ、今回ノ此趣旨ハ成可ク此言論
文書デ運動スルト云フ方ニ自由ヲ認メル、斯
ウ云フ積リデアリマスノデ、ソレデ書面ノ方
ハ余リ制限シナカッタノデアリマス」（第 50

回帝国議会貴族院衆議院議員選挙法改正法律案特

別委員会議事速記録第 6 号　大正 14 年 3 月 17 日

pp.9-10.）

上記のとおり、政府は有権者に配る文書につ
いては制限の対象外であると答弁している。現
在では、有権者に文書を配る、いわゆる「頒布」
行為も含めて「文書図画による選挙運動につい
ては、金のかかる選挙の原因となりやすいこと
から、厳しい規制が設けられている」（36）が、当
時は、頒布する文書はそれほど費用の高騰を招
かないと想定されていたようである。

○栗林五朔議員（政友本党）「十二万人ニ一回ノ
印刷物ヲ配布致シマシテモ、先刻申シマス通
リ、一枚六銭ト致シマシテモ九千円ニナリマ
ス」（37）

（中略）

○鈴木富士彌政府委員（内務参与官）「郵便ハ一
回ダケ無料ト云フコトニナリ〔「印刷費ハド
ウスルカ」ト呼フ者アリ〕印刷費ハ只デハア
リマセヌガ、ソレ程懸ルモノデモナイヤウニ
思ヒマス」（第 50 回帝国議会衆議院衆議院議員

選挙法改正法律案（政府提出）委員会議録（速記）

第 5 回　大正 14 年 2 月 26 日　p.38.）

政府答弁のとおり、大正 14 年法第 100 条を
受けて制定された、選挙運動ノ為ニスル文書
図画ニ関スル件（大正 15 年内務省令第 5 号）は、
引札（ビラ）、張札（ポスター）、立札及び看板
の掲示を制限の対象とし、有権者に配る文書や
書面については制限の対象とはしなかった。

しかし、昭和 5 年には、大正十五年内務省令

�　 選挙制度研究会編　前掲注⑴, p.197.
�　 当時の郵便料金は、はがき１枚につき１銭 5 厘であり、この料金を加えて計算したものと思われる。
�　 前田英昭『政治腐敗防止法を考える―イギリスの教訓と日本の課題』信山社出版, 1993, p.29. 



レファレンス　2010. 1184

○松田源治議員（政友本党）「吾々ハ選挙費用ノ
制限ハ趣旨ニ於テハ賛成デアリマス、吾々モ
選挙界ガ今日ノ如ク腐敗致シマシテ、選挙費
用ガ多額ニ掛ルト云フコトハ非常ナ遺憾デア
ル、如何ニシテカ選挙費用ノ制限ヲ為サント
スル者デアリマス、政府ノ原案ニ依リマスレ
バ選挙費用ヲ制限シテ置キナガラ一方ニ大キ
ナ抜穴ガ在ル、又第三者ガ演説又ハ推薦状ノ
運動ヲスルト云フコトハ、是ハ自由デアル、
幾ラ金ヲ出シテ第三者ガヤッテモ、之ヲ取締
ルコトハ出来ナイノデアル―罰則モナイノデ
アリマス、（中略）実ニ杜撰ナル案デアルノ
デアリマス、而シテ此為ニ法害ヲ免レントシ
テ法ヲ潜ル人間ガ出来、却テ選挙道徳ヲ紊ッ
テ選挙界ヲ却テ撹乱スル所ノ悪規定デアルト
断言シテモ差支ナイノデアル（拍手）斯ル杜
撰ナル案ヲ吾々ハ趣意ニ於テハ賛成デアリマ
ス、賛成デハアリマスケレドモ、此運用ハ実
行不可能デアルノミナラズ、種種ノ弊害ト害
悪ヲ生ジテ、選挙費用ノ取締ヲ為スト云フコ
トハ、到底其実行ヲ期スルコトハ出来ナイ所
ノ案デアルト云フコトヲ断言スル（拍手）故
ニ吾々ハ此選挙費用ノ条章ハ全部削除致シマ
シタ」（同上　p.488.）

つまり、選挙運動費用を制限すること自体に
は賛成であるが、第三者の選挙運動を規制して
いないため、この規制は実効性がない、という
点から反対している。

ところが、松田源治議員と同じ政友本党の鳩
山一郎議員は、選挙運動費用を制限すれば実際
には選挙運動ができなくなるという点から、制
限そのものに反対であると、以下のように主張
している。

 
○鳩山一郎議員（政友本党）「其儘此法案ガ両院

大正 13 年の第 15 回衆議院議員総選挙では、
候補者 1 人当りの平均選挙運動費用が 1 万
9829 円であったものの（39）、選挙運動の規制を
行うことや選挙公営を実施することなどにより
選挙運動費用を 1 万 2 千円に引き下げることが
可能であると見積もっている。
「一万二千円」というのは全国の平均額であ

り、法律上は「（選挙区内の有権者数）／（選
挙区の議員定数）× 40 銭」と規定されている。
これは、各候補者の選挙運動費用を、想定され
る依頼状の枚数、事務所の数、事務員の数及び
集会費用などを積み上げて約 1 万 2 千円と算出
し、平均的な選挙区を、有権者数 12 万人で定
数 4 とした上で、12 万を 4 で除した 3 万で 1
万 2 千円を除すると 40 銭になる、と説明され
ている（40）。

政友本党は、衆議院において大正 14 年法案
に対する修正案を提出しているが、その中では
選挙運動費用について規定した第 11 章を全て
削除することとしている。このことについての
質疑から政友本党の選挙運動費用の制限に対す
る反対意見を読みとることができる。

○黒住成章議員（立憲政友会）「本党ノ修正案ヲ
拝見致シマスルト云フト、第十一章選挙運動
ノ費用ノ章ガ全部削除サレテ居リマスル、（中

略）果シテ本党ノ諸君ハ現在ノ選挙界ヲ改ム
ルノ必要ナシト御覧ニナルノデアリマスカ、
私共現在ノ選挙界ハ全ク腐敗堕落ノ極ニ達シ
言フニ忍ビザルモノガアッテ、一日モ早ク此
廓清ヲ為サント致シテ居リマスノニ、此大切
ナル条文ガ全部抹消サレタト云フコトハ、如
何ナル理由ニ依ッテ抹消サレタノデアリマス
カ、此点ヲ伺ヒマス」（第 50 回帝国議会衆議院

議事速記録第 21 号　大正 14 年 3 月 2 日　pp.476-

477.）

�　 第 50 回帝国議会貴族院衆議院議員選挙法改正法律案特別委員会議事速記録第 6 号　大正 14 年 3 月 17 日　p.20.
�　 同上, pp.19-20. しかし、若槻禮次郎内務大臣は「四十銭ガ宜イカ、四十二銭ガ宜イカ、或ハ三十八銭ガ宜シイカ、

ソコラノ辺ノコトハ全ク見計ヒデアリマス」（第 50 回帝国議会貴族院議事速記録第 18 号　大正 14 年 3 月 4 日　
p.428.）とも答弁しており、根拠があいまいであるようにも見受けられる。
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ヲ通過シタナラバ、私ハ実際ノ選挙場裡ニ
立ッテ運動ヲスルコトハ出来ナクナルト考ヘ
ルノデアリマス、（中略）コノ一万円若クハ
一万二千円位ノ費用ヲ以テ、十万以上ノ人ヲ
相手ニシテ運動ヲセヨト云フコトハ、是ハ
全ク不能ヲ強ユルモノデアリマス」（同上　

pp.492-493.）

なお、この法案審議の際に、銀行、会社その
他個人が自己の利益のために選挙運動費用を提
供することを禁止すべきである、という意見も
あった。以下のような議論が行われている。

○花井卓蔵議員（交友倶楽部）「私ハ法制審議会
ニ於テ、銀行会社其他一個人ニ付テモ、隠密
ニ政党又ハ政治的団体或ハ議員候補者ニ財政
上ノ助力ヲナシタルモノニ厳罰ヲ科スルノ案
ヲ提出イタシタノデゴザイマスガ、容レラレ
ナカッタノデアリマス、金ト云フコトニ付テ
ノ権威ヲ政治的ニ最モ強ク持ッテ居ルノハ亜
米利加デアリマス、併ナガラ此力ノ殖エレバ
殖エル程、蔓レバ蔓ル程、恐ルベキモノデア
ルト云フコトヲ実感シテ、法ヲ立ッテ刑ヲ設
ケ、厳ニ罰シタル実例モアルノデアル、（中略）

此候補者ニ運動費トシテ提供スル所ノ、財源
ノ出所ト云フモノガ、或理由ノ下ニ、或特殊
ノ会社銀行若クハ個人ノ利益ノ為ニ提供セラ
レシ場合ト云フコトハ想像シ得ラレルノデア
ル、是ガ想像シ得ラレタナラバ、之ニ対スル
責罰ヲ本法ノ上ニ規定スルト云フコトハ当然
ノコトデアルマイカ、公正ヲ保ツ上ニ於テ最
モ必要ナルコトデハアルマイカト本員ハ感ズ
ルノデアル」（第 50 回帝国議会貴族院議事速記

録第 20 号　大正 14 年 3 月 6 日　p.492.）

○若槻禮次郎内務大臣「問題ハ候補者ニ向ッテ
資金ヲ与ヘルコトヲ禁ジタラドウカト云フコ
トデアリマスガ、実ハ選挙ニ付テハ費用ノ

要ラナイモノデハナイノデアリマス、（中略）

其費用ヲ授ケルガ為ニ資金ヲ供給スルト云フ
コトマデ止メルト云フコトハ、ソレハ余リニ
選挙ノ上ノ便宜ヲ奪フコトニナルト思フノデ
アリマス」（同上　p.499.）

○花井議員「質問ノ趣旨トシテハ銀行会社其他
個人ガ自己ノ利益ノ為ニ、自己ノ利益ノ為ニ

（ママ）、政治的ニ何等カノ獲得ヲ現在若クハ
将来ニ於テ為サムガ為ニ、選挙ノ際ニ候補者
ニ与フル運動費ノ一部若クハ全部トシテ財政
上ノ助力ヲ為シタル者ヲ罰スルノ規定ヲ設ケ
ルト云フコトハ、最モ必要デハナイカト云フ
コトヲ申シタノデアリマス」（同上　p.502.）

○小川平吉司法大臣「斯ノ如キ場合ハ甚ダ面白
カラザル事柄デアリマシテ、政治道徳ノ上ヨ
リ見テ誠ニ感心イタサナイ、左様ナコトノ無
イヤウニアラムコトヲ希望ハ致スノデアリマ
スガ、サテ之ヲ刑罰ヲ以テ取締ルト云フコト
ハ如何デゴザイマセウカ、余程是ハ困難ナコ
トデアリマス、又刑罰デアルト云フコトハ少
シク行キ過ギハセヌカ、寧ロ政治道徳ノ方面
ニ於テ御互ニ努力シテ矯正ヲ致スコトニ努メ
ルベキコトデハアリマスル」（同上　p.504.）

現在では、企業献金に対して「企業は直接の
見返りを求め、政治家がそれに応える。そうし
た事件は枚挙にいとまがない。（中略）企業・
団体献金をなくすという政治改革の原点に立ち
戻るべきだ」（41）との意見がある一方で、「企業
も社会の一員で、政治献金は政治参加の手段の
一つだ。政治活動には相当な資金が必要だとい
う現実も直視せねばなるまい。個人献金の慣行
が定着していない日本で、企業献金の全面禁止
は無理がある」（42）という意見も存在する。上記
の帝国議会における議論は、禁止の対象を「自
己の利益のため」に限定している点や、企業だ
けでなく個人による費用の提供も含めている点

�　「社説　政治資金規正法　企業献金禁止に踏み出せ」『朝日新聞』2009.3.18.
�　「社説　政治とカネ　不祥事の連鎖をどう断ち切る」『読売新聞』2009.7.25.



レファレンス　2010. 1186

など、現在とは同列には論じられないが、現在
と同じような賛否両論が古くから存在していた
ことを物語るものと言えよう。

おわりに

大正 14 年法で導入された選挙運動規制は、
昭和 9 年には事前運動が禁止されるなどその厳
しさを増していった。昭和 20 年の改正（昭和

20 年法律第 42 号）では一部の制限が撤廃された
ものの、間を置かずに、選挙運動の文書図画等
の特例に関する法律（昭和 22 年法律第 16 号）や
選挙運動等の臨時特例に関する法律（昭和 23 年

法律第 196 号）によって再び規制が強化された。
昭和 25 年に公職選挙法が制定されて以降も規

制を厳しくする改正がなされている。
近年では、インターネットの利用や、マニフェ

ストの配付などの新しい形態の選挙運動を実施
しようとする動きがあったが、これらは、従来
の公職選挙法の選挙運動規制に抵触するとされ
た。マニフェストの配布については公職選挙法
の一部を改正する法律（平成 15 年法律第 140 号）

によって解禁されたが、インターネット選挙運
動については、先の第 174 回国会で解禁するこ
とで与野党合意がなされたものの、法案提出に
は至らなかった。今後は、インターネット選挙
運動を含めた選挙運動規制の緩和が議論される
ことが予想される。その際には、どのような経
緯で厳しい規制が導入されたのかをも踏まえた
議論が求められよう。

（さとう　りょう）
（まるもと　ともや）

＊　 本文の執筆は佐藤令が、別表の作成は丸本友哉が担当した。
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禁
止
さ

れ
る
（
14
2
条
⑫
）。

•	
衆
院
総
選
挙
に
つ
い
て
は
、
衆
院
の
解
散
に
関
し
、
候
補
者
の
氏
名
等
を
表
示
し
て
郵
便
等
又
は
電
報
に
よ
り

選
挙
人
に
あ
い
さ
つ
す
る
行
為
は
、
文
書
図
画
の
頒
布
と
み
な
さ
れ
禁
止
さ
れ
る
（
14
2
条
⑬
）。

※
	文
書
図
画
と
は
、「
文
字
若
し
く
は
こ
れ
に
代
わ
る
べ
き
符
号
又
は
象
形
を
用
い
て
物
体
の
上
に
多
少
永
続
的
に

記
載
さ
れ
た
意
識
の
表
示
を
い
い
、…
（
中
略
）
…
書
籍
、新
聞
、名
刺
、挨
拶
状
、年
賀
状
、ポ
ス
タ
ー
、立
札
、

看
板
、
ち
ょ
う
ち
ん
、
プ
ラ
カ
ー
ド
、
封
書
、
葉
書
、
電
報
は
も
ち
ろ
ん
、
ス
ラ
イ
ド
、
映
画
、
ネ
オ
ン
サ
イ
ン
、

ア
ド
バ
ル
ー
ン
等
が
す
べ
て
含
ま
れ
、
壁
、
塀
等
に
彫
刻
さ
れ
た
文
字
、
路
面
等
に
書
か
れ
た
砂
文
字
等
に
至

る
ま
で
文
書
図
画
と
な
る
も
の
と
解
さ
れ
る
」（
資
料
①
,	p
p.
10
76
-1
07
7.）
。

※
	「
頒
布
と
は
、
文
書
図
画
を
不
特
定
又
は
多
数
の
者
に
配
布
す
る
目
的
で
そ
の
内
の
一
人
以
上
の
者
に
配
布
す
る

こ
と
を
い
い
、
ま
た
、
配
布
の
方
法
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
が
直
接
手
渡
す
方
法
に
よ
る
も
の
で
あ
ろ
う
が
、
郵

送
で
あ
ろ
う
が
、
さ
ら
に
は
新
聞
折
込
み
に
よ
る
も
の
で
あ
ろ
う
が
、
す
べ
て
頒
布
に
当
た
る
も
の
と
さ
れ
て

い
る
」（
資
料
②
,	p
.19
7.）
。

※
	「
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
、
携
帯
電
話
等
の
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
上
に
表
示
さ
れ
た
文
字
等
の
意
識
の
表
示
は
、
法
の
『
文
書

図
画
』
に
当
た
」
り
、
ま
た
、「
不
特
定
又
は
多
数
の
者
の
利
用
を
期
待
し
て
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
開
設
又
は
書
換

え
を
す
る
こ
と
、
不
特
定
又
は
多
数
の
者
に
電
子
メ
ー
ル
を
発
信
す
る
こ
と
は
、『
頒
布
』
に
当
た
る
と
解
さ
れ

て
い
る
」
た
め
、「
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
電
子
メ
ー
ル
等
を
選
挙
運
動
に
使
用
す
る
こ
と
は
、
一
般
に
本
条
に
違
反

す
る
こ
と
と
な
る
」（
資
料
①
,	p
p.
11
08
-1
10
9.）
。

•	
「
文
書
図
画
に
よ
る
選
挙
運
動
は
、
選
挙
運
動
の
方
法
の
う
ち
で
も
、
言
論
に
よ
る
選
挙
運
動
と
並
ん
で
最
も
一

般
的
な
選
挙
運
動
の
方
法
で
あ
る
が
、
文
書
図
画
に
よ
る
選
挙
運
動
に
つ
い
て
は
、
金
の
か
か
る
選
挙
の
原
因

と
な
り
や
す
い
こ
と
か
ら
、
厳
し
い
規
制
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
選
挙
運
動
の
た
め
の
文
書
図
画

の
使
用
は
、
包
括
的
に
こ
れ
を
禁
止
し
、
そ
の
中
に
お
い
て
一
定
の
規
制
に
従
っ
た
も
の
に
限
っ
て
、
そ
の
使

用
が
認
め
ら
れ
て
い
る
」（
資
料
②
,	p
p.
19
6-
19
7.）
。

•	
大
正
14
年
法
で
、
選
挙
運
動
の
た
め
の
文
書
図
画
に
つ
い
て
内
務
大
臣
が
命
令
で
制
限
で
き
る
こ
と
が
規
定
さ

れ
、
大
正
15
年
に
内
務
省
令
に
お
い
て
立
札
、
看
板
の
類
の
数
量
規
制
、
引
札
（
ビ
ラ
）、
張
札
（
ポ
ス
タ
ー
）

の
類
の
規
格
規
制
な
ど
が
定
め
ら
れ
た
。
ま
た
、
同
省
令
の
昭
和
4
年
、
5
年
の
両
改
正
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
文

書
図
画
の
掲
示
及
び
頒
布
に
つ
い
て
、
包
括
的
に
こ
れ
を
禁
止
し
、
所
定
の
も
の
に
限
っ
て
制
限
を
解
除
す
る

と
い
う
形
の
規
制
が
導
入
さ
れ
た
。
昭
和
22
年
、
選
挙
運
動
の
文
書
図
画
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
で
、
文
書

図
画
規
制
の
内
容
が
初
め
て
法
律
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
。

•	
国
政
選
挙
で
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
頒
布
を
認
め
る
規
定
は
、「
英
国
総
選
挙
に
お
い
て
各
政
党
が
掲
げ
る
マ
ニ
フ
ェ

ス
ト
を
日
本
に
お
い
て
も
導
入
す
べ
き
で
あ
る
と
の
議
論
、
政
党
が
政
権
を
獲
得
し
た
場
合
に
実
施
す
る
具
体

的
な
政
策
を
あ
ら
か
じ
め
有
権
者
に
提
示
し
、
有
権
者
は
こ
れ
に
も
と
づ
い
て
選
挙
に
お
い
て
政
権
を
委
ね
る

政
党
を
選
択
す
る
こ
と
に
よ
り
、
わ
が
国
の
政
党
政
治
の
活
性
化
と
国
家
運
営
に
お
け
る
政
治
主
導
体
制
の
確

立
を
図
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
議
論
を
契
機
と
し
て
、
平
成
15
年
10
月
の
改
正
に
よ
り
設
け
ら
れ
た
」（
資
料

①
,	p
.11
12
.）。
ま
た
、
平
成
19
年
6
月
に
は
、「
現
行
法
に
お
い
て
認
め
ら
れ
て
い
る
頒
布
場
所
（
街
頭
演
説

の
場
所
）
の
箇
所
数
を
増
加
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
国
政
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
を
頒
布
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
所
を

増
加
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
頒
布
機
会
を
拡
充
す
る
」（
資
料
⑥
,	p
.2.
）
改
正
が
行
わ
れ
た
。

•	
平
成
19
年
2
月
の
改
正
で
は
、「
地
方
公
共
団
体
の
長
の
選
挙
に
お
い
て
、
候
補
者
の
政
見
等
を
有
権
者
が
知

る
機
会
を
拡
充
す
る
た
め
、
候
補
者
が
選
挙
運
動
用
ビ
ラ
を
頒
布
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
」（
資
料
①
,	

p.
10
86
.）、
い
わ
ゆ
る
ロ
ー
カ
ル
・
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
が
解
禁
さ
れ
た
。

文
書
図
画
の
掲
示
の

制
限

•	
選
挙
運
動
の
た
め
の
文
書
図
画
は
、
次
の
も
の
を
除
き
、
掲
示
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

1.	
選
挙
事
務
所
を
表
示
す
る
た
め
に
使
用
す
る
ポ
ス
タ
ー
、
立
札
、
ち
ょ
う
ち
ん
及
び
看
板
の
類

2.	
選
挙
運
動
用
自
動
車
又
は
船
舶
に
取
り
付
け
て
使
用
す
る
ポ
ス
タ
ー
、
立
札
、
ち
ょ
う
ち
ん
及
び
看
板
の

類
3.	

候
補
者
（
衆
院
比
例
代
表
選
を
除
く
）
が
着
用
し
て
使
用
す
る
た
す
き
、
胸
章
及
び
腕
章
の
類

4.	
演
説
会
場
で
使
用
す
る
ポ
ス
タ
ー
、
立
札
、
ち
ょ
う
ち
ん
及
び
看
板
の
類

5.	
衆
院
小
選
挙
区
選
、
参
院
選
挙
区
選
又
は
知
事
選
に
お
い
て
候
補
者
が
使
用
す
る
個
人
演
説
会
告
知
用
ポ

ス
タ
ー
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街
頭
演
説
の
制
限

•	
選
挙
運
動
の
た
め
の
街
頭
演
説
は
、
次
の
も
の
を
除
き
、
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
。

1.	
演
説
者
が
そ
の
場
所
に
と
ど
ま
り
、
候
補
者
（
衆
院
比
例
代
表
選
を
除
く
）
又
は
衆
院
名
簿
届
出
政
党
等

に
交
付
さ
れ
た
標
旗
を
掲
げ
て
行
う
街
頭
演
説

2.	
候
補
者
届
出
政
党
又
は
衆
院
名
簿
届
出
政
党
等
が
停
止
し
て
い
る
選
挙
運
動
用
自
動
車
又
は
船
舶
の
上
及

び
そ
の
周
囲
で
行
う
街
頭
演
説

ま
た
、
こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
時
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
箇
所
数
の
制
限
が
あ
る
（
16
4
条
の
5、

14
1
条
）。

•	
候
補
者
の
街
頭
演
説
に
つ
い
て
は
、
選
挙
運
動
員
の
人
数
の
制
限
が
あ
る
（
16
4
条
の
7）
。

•	
午
後
8
時
か
ら
翌
日
午
前
8
時
ま
で
の
間
に
は
街
頭
演
説
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
（
16
4
条
の
6
①
）。

•	
街
頭
演
説
を
行
う
者
は
、
学
校
及
び
病
院
等
の
療
養
施
設
の
周
辺
で
は
静
穏
を
保
持
す
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
（
16
4
条
の
6
②
）。

•	
街
頭
演
説
を
行
う
者
は
、
長
時
間
に
わ
た
り
、
同
一
の
場
所
に
と
ど
ま
っ
て
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
に
努
め
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
（
16
4
条
の
6
③
）。

•	
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
所
有
し
又
は
管
理
す
る
建
物
、
電
車
、
駅
の
構
内
等
の
特
定
の
建
物
及
び
施
設
並
び

に
病
院
等
の
療
養
施
設
で
は
街
頭
演
説
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
（
16
6
条
）。

•	
公
選
法
以
前
に
は
、
昭
和
23
年
の
選
挙
運
動
等
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
で
、
候
補
者
が
居
合
わ
せ
な
い
街

頭
演
説
会
を
禁
止
す
る
規
制
が
設
け
ら
れ
て
い
た
。
現
在
の
よ
う
な
街
頭
演
説
の
箇
所
数
や
方
法
、
時
間
帯
に

関
す
る
規
制
は
、
昭
和
27
年
の
公
選
法
改
正
に
よ
っ
て
導
入
さ
れ
た
。
ま
た
、
昭
和
39
年
に
は
学
校
等
の
周

辺
に
お
け
る
静
穏
保
持
義
務
が
、
昭
和
56
年
に
は
同
一
の
場
所
に
と
ど
ま
っ
て
す
る
街
頭
演
説
の
回
避
義
務
が

定
め
ら
れ
た
。

•	
平
成
19
年
に
は
、「
国
政
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
の
頒
布
方
法
の
制
限
緩
和
の
方
法
と
し
て
、
…
（
中
略
）
…
現
行
法

に
お
い
て
認
め
ら
れ
て
い
る
頒
布
場
所
（
街
頭
演
説
の
場
所
）
の
箇
所
数
を
増
加
す
る
」（
資
料
⑥
,	p
.2.
）
改
正

が
行
わ
れ
た
。

連
呼
行
為
の
制
限

•	
選
挙
運
動
の
た
め
の
連
呼
行
為
は
、
次
の
も
の
を
除
き
、
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
14
0
条
の
2
①
）。

1.	
演
説
会
場
及
び
街
頭
演
説
の
場
所
で
す
る
連
呼
行
為

2.	
午
前
8
時
か
ら
午
後
8
時
ま
で
の
間
に
選
挙
運
動
用
自
動
車
又
は
船
舶
の
上
で
す
る
連
呼
行
為

•	
連
呼
行
為
を
す
る
者
は
、
学
校
及
び
病
院
等
の
療
養
施
設
の
周
辺
で
は
静
穏
を
保
持
す
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
（
14
0
条
の
2
②
）。

•	
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
所
有
し
又
は
管
理
す
る
建
物
、
電
車
、
駅
の
構
内
等
の
特
定
の
建
物
及
び
施
設
並
び

に
病
院
等
の
療
養
施
設
で
は
連
呼
行
為
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
16
6
条
）。

※
	「『
連
呼
行
為
』
と
は
、『
短
時
間
に
同
一
内
容
の
短
い
文
言
を
連
続
し
て
繰
り
返
し
呼
称
す
る
こ
と
』
と
い
う
こ

と
が
で
き
よ
う
」（
資
料
①
,	p
.10
45
.）。

•	
「
連
呼
行
為
は
、
昭
和
27
年
の
公
職
選
挙
法
の
改
正
に
よ
り
、
原
則
と
し
て
禁
止
さ
れ
る
に
至
り
、
た
だ
例
外

と
し
て
、
標
旗
を
掲
げ
て
自
動
車
、
船
舶
等
の
上
に
お
い
て
す
る
場
合
の
み
許
さ
れ
て
い
た
。
そ
の
後
、
昭
和

29
年
の
法
改
正
に
よ
り
、
更
に
そ
の
制
限
が
厳
し
く
な
り
、
車
上
、
徒
歩
を
問
わ
ず
す
べ
て
禁
止
さ
れ
、
た
だ
、

演
説
会
場
及
び
街
頭
演
説
（
演
説
を
含
む
。）
の
場
所
に
お
い
て
す
る
場
合
の
み
許
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
る
が
、

昭
和
39
年
の
法
改
正
に
よ
っ
て
文
書
図
画
に
よ
る
選
挙
運
動
の
規
制
が
合
理
化
さ
れ
た
こ
と
に
対
応
す
る
と
と

も
に
、
昭
和
38
年
11
月
執
行
の
衆
議
院
議
員
の
総
選
挙
に
お
け
る
特
例
の
実
施
の
結
果
に
も
か
ん
が
み
て
、

そ
の
制
度
が
あ
る
程
度
緩
和
さ
れ
」（
資
料
①
,	p
.10
44
.）、
一
定
の
制
限
の
下
で
選
挙
運
動
用
自
動
車
又
は
船
舶

の
上
で
す
る
連
呼
行
為
が
再
び
認
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

選
挙
運
動
放
送
の
制
限

•	
ラ
ジ
オ
放
送
又
は
テ
レ
ビ
放
送
に
よ
る
政
見
放
送
は
、
候
補
者
届
出
政
党
、
参
院
選
挙
区
選
又
は
知
事
選
の
候

補
者
及
び
名
簿
届
出
政
党
等
が
行
う
も
の
に
限
ら
れ
る
（
15
0
条
①
③
）。

•	
放
送
設
備
は
、
政
見
放
送
及
び
経
歴
放
送
並
び
に
選
挙
運
動
用
拡
声
機
の
使
用
の
場
合
を
除
き
、
選
挙
運
動
の

た
め
に
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
15
1
条
の
5）
。

•	
ラ
ジ
オ
に
よ
る
公
営
の
政
見
放
送
は
、
昭
和
22
年
の
選
挙
運
動
の
文
書
図
画
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
で
、
ま

ず
参
院
の
全
国
区
選
に
つ
い
て
制
度
化
さ
れ
た
。
翌
年
の
選
挙
運
動
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
で
は
、
こ
れ

が
衆
院
選
に
も
拡
張
さ
れ
る
と
と
も
に
、
新
た
に
経
歴
放
送
の
実
施
が
規
定
さ
れ
た
。
昭
和
27
年
改
正
で
は
、

放
送
設
備
を
使
用
し
て
行
う
選
挙
運
動
を
原
則
と
し
て
禁
止
し
、
政
見
放
送
な
ど
法
定
の
も
の
の
み
を
例
外
と

し
て
認
め
る
規
制
が
導
入
さ
れ
た
。
昭
和
38
年
に
は
テ
レ
ビ
に
よ
る
経
歴
放
送
が
、
昭
和
44
年
に
は
同
じ
く

政
見
放
送
が
開
始
さ
れ
た
。

項
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背
景
・
沿
革
等

選
挙
事
務
所
の
制
限

•	
選
挙
事
務
所
は
、
候
補
者
（
衆
院
比
例
代
表
選
を
除
く
）
若
し
く
は
そ
の
推
薦
届
出
者
、
候
補
者
届
出
政
党
又

は
名
簿
届
出
政
党
等
が
設
置
す
る
も
の
を
除
き
、
設
置
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
13
0
条
①
）。
ま
た
、
こ
れ
ら

に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
数
の
制
限
が
あ
る
（
13
1
条
①
）。

•	
選
挙
事
務
所
は
、
1
日
に
つ
き
1
回
を
超
え
て
移
動
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
13
1
条
②
）。

•	
「
選
挙
事
務
所
に
つ
い
て
、
選
挙
運
動
費
用
軽
減
等
の
趣
旨
か
ら
、
本
条
以
下
に
お
い
て
一
定
の
制
限
を
加
え
て

い
る
の
で
あ
る
」（
資
料
①
,	p
.98
1.）
。

•	
選
挙
事
務
所
の
数
の
規
制
は
、
大
正
14
年
法
で
初
め
て
導
入
さ
れ
た
。

•	
選
挙
事
務
所
の
移
動
に
つ
い
て
は
、「
選
挙
事
務
所
を
頻
繁
に
移
動
し
、
ま
た
、
移
動
の
つ
ど
開
所
式
等
を
催
し
、

そ
こ
で
、
現
行
法
で
禁
止
さ
れ
て
い
る
飲
食
物
提
供
ま
が
い
の
行
為
を
行
う
と
い
っ
た
傾
向
が
見
受
け
ら
れ
る

と
の
批
判
が
あ
り
、
こ
れ
を
放
置
し
て
お
く
こ
と
は
、
選
挙
に
金
が
か
か
る
等
の
弊
害
の
一
因
と
も
な
る
」（
資

料
⑧
,	p
.5.
）
こ
と
か
ら
、
昭
和
56
年
改
正
で
規
制
が
開
始
さ
れ
た
。

休
憩
所
等
の
禁
止

•	
休
憩
所
そ
の
他
こ
れ
に
類
似
す
る
設
備
は
、
選
挙
運
動
の
た
め
設
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
13
3
条
）。

•	
休
憩
所
が
「
買
収
、
供
応
等
の
弊
害
を
誘
発
し
易
く
、
適
法
な
選
挙
運
動
の
遂
行
に
と
っ
て
む
し
ろ
弊
害
を
伴

う
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
と
と
も
に
、
候
補
者
間
の
無
用
な
競
争
が
激
化
す
る
こ
と
も
予
想
さ
れ
る
の
で
、
選
挙

の
公
正
確
保
と
候
補
者
保
護
と
い
う
二
つ
の
観
点
か
ら
禁
止
さ
れ
た
も
の
と
考
え
る
」（
資
料
①
,	p
.99
3.）
。

•	
大
正
14
年
法
で
初
め
て
導
入
さ
れ
た
。

そ
の
他
の
選
挙
運
動
の
規
制
の
概
要

6.	
候
補
者
（
衆
院
比
例
代
表
選
を
除
く
）、
候
補
者
届
出
政
党
又
は
衆
院
名
簿
届
出
政
党
等
が
使
用
す
る
選

挙
運
動
用
ポ
ス
タ
ー

ま
た
、
こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
、
3
を
除
き
、
そ
れ
ぞ
れ
数
量
、
規
格
又
は
掲
示
箇
所
等
の
制
限
が
あ
る
（
14
3
条
）。

•	
選
挙
運
動
の
た
め
に
、
ア
ド
バ
ル
ー
ン
、
ネ
オ
ン
・
サ
イ
ン
又
は
電
光
に
よ
る
表
示
、
ス
ラ
イ
ド
そ
の
他
の
方

法
に
よ
る
映
写
等
の
類
を
掲
示
す
る
行
為
は
、
違
法
な
文
書
図
画
の
掲
示
と
み
な
さ
れ
禁
止
さ
れ
る
（
14
3
条

②
）。

文
書
図
画
の
頒
布
又
は

掲
示
に
つ
き
禁
止
を
免

れ
る
行
為
の
制
限

•	
著
述
、
演
芸
等
の
広
告
そ
の
他
い
か
な
る
名
義
を
も
っ
て
す
る
を
問
わ
ず
、
文
書
図
画
の
頒
布
又
は
掲
示
の
禁

止
を
免
れ
る
行
為
と
し
て
、
候
補
者
の
氏
名
若
し
く
は
シ
ン
ボ
ル
・
マ
ー
ク
、
政
党
そ
の
他
の
政
治
団
体
の
名

称
又
は
候
補
者
を
推
薦
し
、
支
持
し
若
し
く
は
反
対
す
る
者
の
名
を
表
示
す
る
文
書
図
画
を
頒
布
し
、
又
は
掲

示
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
（
14
6
条
①
）。

•	
候
補
者
の
氏
名
、
政
党
そ
の
他
の
政
治
団
体
の
名
称
、
推
薦
届
出
者
の
氏
名
、
選
挙
運
動
員
の
氏
名
、
候
補
者

と
同
一
戸
籍
に
あ
る
者
の
氏
名
を
表
示
し
た
年
賀
状
、
寒
中
見
舞
状
、
暑
中
見
舞
状
等
の
あ
い
さ
つ
状
を
候
補

者
の
選
挙
区
内
に
頒
布
し
、
又
は
掲
示
す
る
こ
と
は
、
選
挙
運
動
の
目
的
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、
上
記
の
禁

止
を
免
れ
る
行
為
と
み
な
さ
れ
禁
止
さ
れ
る
（
14
6
条
②
）。

※
	文
書
図
画
の
頒
布
又
は
掲
示
の
禁
止
を
免
れ
る
行
為
と
は
、「
実
際
に
は
選
挙
運
動
の
た
め
に
使
用
し
な
が

ら
、
外
形
的
に
は
著
述
、
演
芸
等
の
広
告
そ
の
他
商
店
の
広
告
等
の
よ
う
に
装
う
こ
と
を
い
う
」（
資
料
①
,	

p.
11
87
.）。

※
	候
補
者
が
選
挙
区
内
の
者
に
対
し
て
あ
い
さ
つ
状
を
出
す
行
為
に
つ
い
て
は
、
14
6
条
②
と
は
別
に
、
14
7
条
の

2
に
お
い
て
時
期
を
問
わ
ず
に
制
限
さ
れ
て
い
る
。

•	
「
著
述
や
演
芸
の
広
告
、
会
社
や
商
店
の
営
業
広
告
の
掲
示
、
頒
布
又
は
年
賀
状
、
暑
中
見
舞
状
の
頒
布
等
は
、

日
常
生
活
に
お
い
て
一
般
的
に
行
わ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
そ
れ
自
体
と
し
て
は
な
ん
ら
違
法
性
を
も
つ
も

の
で
は
な
い
が
、
こ
れ
ら
に
藉
口
し
て
選
挙
運
動
の
た
め
の
文
書
図
画
と
思
わ
れ
る
よ
う
な
も
の
が
頒
布
、
掲

示
さ
れ
る
場
合
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
を
放
任
す
る
こ
と
は
、
選
挙
の
公
正
を
害
す
る
こ
と
と
な
り
、
選
挙
運
動

の
文
書
図
画
の
制
限
も
無
意
味
と
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
本
条
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
行
為
を
禁
止
し

よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
」（
資
料
①
,	p
.11
87
.）。

•	
昭
和
22
年
の
選
挙
運
動
の
文
書
図
画
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
で
初
め
て
導
入
さ
れ
た
。

新
聞
広
告
の
制
限

•	
選
挙
に
関
す
る
新
聞
広
告
は
、
候
補
者
（
衆
参
の
比
例
代
表
選
を
除
く
）、
候
補
者
届
出
政
党
又
は
名
簿
届
出
政

党
等
が
す
る
も
の
に
限
ら
れ
る
。ま
た
、こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
、そ
れ
ぞ
れ
回
数
及
び
規
格
等
の
制
限
が
あ
る（
14
9

条
）。

•	
選
挙
に
関
す
る
新
聞
広
告
を
掲
載
し
た
新
聞
紙
は
、
新
聞
紙
の
販
売
を
業
と
す
る
者
が
通
常
の
方
法
で
頒
布
し
、

又
は
都
道
府
県
選
管
の
指
定
す
る
場
所
に
掲
示
す
る
場
合
を
除
き
、頒
布
又
は
掲
示
す
る
こ
と
が
で
き
な
い（
14
9

条
⑤
）。

•	
「
新
聞
広
告
は
、
文
書
図
画
に
よ
る
選
挙
運
動
と
し
て
そ
の
効
果
は
極
め
て
大
き
く
、
こ
れ
を
自
由
に
認
め
る
こ

と
は
、
直
ち
に
選
挙
運
動
費
用
の
増
こ
う
を
き
た
し
、
他
の
い
ろ
い
ろ
の
選
挙
運
動
の
制
限
に
関
す
る
規
定
が

無
意
味
な
も
の
と
も
な
る
こ
と
か
ら
、
本
条
に
お
い
て
、
新
聞
広
告
に
つ
い
て
一
定
の
制
限
を
設
け
た
も
の
で

あ
る
」（
資
料
①
,	p
.12
11
.）。

•	
昭
和
22
年
の
選
挙
運
動
の
文
書
図
画
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
で
初
め
て
導
入
さ
れ
た
。

項
　
　
目

概
　
　
要

背
景
・
沿
革
等

演
説
会
の
制
限

•	
選
挙
運
動
の
た
め
の
演
説
会
は
、
候
補
者
が
行
う
個
人
演
説
会
、
候
補
者
届
出
政
党
が
行
う
政
党
演
説
会
又
は

衆
院
名
簿
届
出
政
党
等
が
行
う
政
党
等
演
説
会
を
除
き
、
開
催
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
16
1
条
、
16
1
条
の
2、

16
4
条
の
3）
。

•	
衆
院
小
選
挙
区
選
、
参
院
選
挙
区
選
又
は
知
事
選
の
候
補
者
、
候
補
者
届
出
政
党
及
び
衆
院
名
簿
届
出
政
党
等

の
演
説
会
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
時
に
開
催
で
き
る
箇
所
数
の
制
限
が
あ
る
（
16
4
条
の
2
①
③
）。

•	
所
定
の
公
営
施
設
を
除
き
、
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
所
有
し
又
は
管
理
す
る
建
物
、
電
車
、
駅
の
構
内
等
の

特
定
の
建
物
及
び
施
設
並
び
に
病
院
等
の
療
養
施
設
で
は
演
説
会
を
開
催
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
16
6
条
）。

•	
「
言
論
に
よ
る
選
挙
運
動
は
、
選
挙
運
動
の
中
で
も
も
っ
と
も
基
本
的
な
も
の
で
あ
り
、
で
き
る
だ
け
自
由
に
行

う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
が
望
ま
し
く
、
な
か
で
も
個
人
演
説
会
は
、
言
論
に
よ
る
選
挙
運
動
の
中

核
を
な
す
も
の
で
あ
り
、他
の
選
挙
運
動
に
比
べ
て
比
較
的
金
の
か
か
ら
な
い
運
動
方
法
で
も
あ
る
」が
、「
他
面
、

個
人
演
説
会
の
回
数
制
限
の
撤
廃
に
伴
っ
て
、
往
々
に
し
て
有
力
な
演
説
会
場
が
特
定
の
候
補
者
に
よ
っ
て
独

占
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
り
、
ま
た
、
演
説
会
用
の
文
書
図
画
が
巷
に
氾
濫
す
る
こ
と
に
も
な
り
か
ね
な
い
の
で
、

…
（
中
略
）
…
同
時
に
開
催
す
る
こ
と
が
で
き
る
個
人
演
説
会
を
五
箇
所
に
限
る
こ
と
と
し
た
の
で
あ
る
」（
資

料
①
,	p
p.
12
63
-1
26
4.）
。

•	
昭
和
23
年
の
選
挙
運
動
等
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
で
、
公
営
の
立
会
演
説
会
制
度
の
採
用
と
あ
わ
せ
て
、

個
人
演
説
会
の
回
数
制
限
や
法
定
外
の
演
説
会
の
禁
止
な
ど
、
演
説
会
の
開
催
を
制
限
す
る
規
制
が
初
め
て
定

め
ら
れ
た
。
昭
和
25
年
の
公
選
法
で
は
演
説
会
の
開
催
が
基
本
的
に
自
由
と
さ
れ
た
が
、
昭
和
27
年
改
正
で
、

個
人
演
説
会
の
回
数
を
制
限
し
、
法
定
外
の
演
説
会
を
禁
止
す
る
規
制
が
再
び
導
入
さ
れ
た
。
現
在
の
よ
う
な

個
人
演
説
会
の
開
催
箇
所
数
の
制
限
は
、
昭
和
44
年
、
回
数
制
限
の
撤
廃
と
同
時
に
新
設
さ
れ
た
。
一
方
、
立

会
演
説
会
は
、「
有
権
者
に
占
め
る
聴
衆
の
割
合
が
低
下
し
」
た
こ
と
に
加
え
、「
特
定
の
候
補
者
の
時
間
帯
に

そ
の
候
補
者
の
動
員
し
た
支
持
者
の
み
が
集
ま
り
他
の
候
補
者
の
時
間
に
な
る
と
一
斉
に
退
場
す
る
と
い
う
よ

う
な
現
象
が
み
ら
れ
、
ま
す
ま
す
長
所
が
失
わ
れ
形
骸
化
し
」（
資
料
⑦
,	p
.5.
）
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
昭
和
58

年
改
正
で
廃
止
さ
れ
た
。

言
論
に
よ
る
選
挙
運
動
の
規
制
の
概
要
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街
頭
演
説
の
制
限

•	
選
挙
運
動
の
た
め
の
街
頭
演
説
は
、
次
の
も
の
を
除
き
、
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
。

1.	
演
説
者
が
そ
の
場
所
に
と
ど
ま
り
、
候
補
者
（
衆
院
比
例
代
表
選
を
除
く
）
又
は
衆
院
名
簿
届
出
政
党
等

に
交
付
さ
れ
た
標
旗
を
掲
げ
て
行
う
街
頭
演
説

2.	
候
補
者
届
出
政
党
又
は
衆
院
名
簿
届
出
政
党
等
が
停
止
し
て
い
る
選
挙
運
動
用
自
動
車
又
は
船
舶
の
上
及

び
そ
の
周
囲
で
行
う
街
頭
演
説

ま
た
、
こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
時
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
箇
所
数
の
制
限
が
あ
る
（
16
4
条
の
5、

14
1
条
）。

•	
候
補
者
の
街
頭
演
説
に
つ
い
て
は
、
選
挙
運
動
員
の
人
数
の
制
限
が
あ
る
（
16
4
条
の
7）
。

•	
午
後
8
時
か
ら
翌
日
午
前
8
時
ま
で
の
間
に
は
街
頭
演
説
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
（
16
4
条
の
6
①
）。

•	
街
頭
演
説
を
行
う
者
は
、
学
校
及
び
病
院
等
の
療
養
施
設
の
周
辺
で
は
静
穏
を
保
持
す
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
（
16
4
条
の
6
②
）。

•	
街
頭
演
説
を
行
う
者
は
、
長
時
間
に
わ
た
り
、
同
一
の
場
所
に
と
ど
ま
っ
て
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
に
努
め
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
（
16
4
条
の
6
③
）。

•	
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
所
有
し
又
は
管
理
す
る
建
物
、
電
車
、
駅
の
構
内
等
の
特
定
の
建
物
及
び
施
設
並
び

に
病
院
等
の
療
養
施
設
で
は
街
頭
演
説
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
（
16
6
条
）。

•	
公
選
法
以
前
に
は
、
昭
和
23
年
の
選
挙
運
動
等
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
で
、
候
補
者
が
居
合
わ
せ
な
い
街

頭
演
説
会
を
禁
止
す
る
規
制
が
設
け
ら
れ
て
い
た
。
現
在
の
よ
う
な
街
頭
演
説
の
箇
所
数
や
方
法
、
時
間
帯
に

関
す
る
規
制
は
、
昭
和
27
年
の
公
選
法
改
正
に
よ
っ
て
導
入
さ
れ
た
。
ま
た
、
昭
和
39
年
に
は
学
校
等
の
周

辺
に
お
け
る
静
穏
保
持
義
務
が
、
昭
和
56
年
に
は
同
一
の
場
所
に
と
ど
ま
っ
て
す
る
街
頭
演
説
の
回
避
義
務
が

定
め
ら
れ
た
。

•	
平
成
19
年
に
は
、「
国
政
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
の
頒
布
方
法
の
制
限
緩
和
の
方
法
と
し
て
、
…
（
中
略
）
…
現
行
法

に
お
い
て
認
め
ら
れ
て
い
る
頒
布
場
所
（
街
頭
演
説
の
場
所
）
の
箇
所
数
を
増
加
す
る
」（
資
料
⑥
,	p
.2.
）
改
正

が
行
わ
れ
た
。

連
呼
行
為
の
制
限

•	
選
挙
運
動
の
た
め
の
連
呼
行
為
は
、
次
の
も
の
を
除
き
、
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
14
0
条
の
2
①
）。

1.	
演
説
会
場
及
び
街
頭
演
説
の
場
所
で
す
る
連
呼
行
為

2.	
午
前
8
時
か
ら
午
後
8
時
ま
で
の
間
に
選
挙
運
動
用
自
動
車
又
は
船
舶
の
上
で
す
る
連
呼
行
為

•	
連
呼
行
為
を
す
る
者
は
、
学
校
及
び
病
院
等
の
療
養
施
設
の
周
辺
で
は
静
穏
を
保
持
す
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
（
14
0
条
の
2
②
）。

•	
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
所
有
し
又
は
管
理
す
る
建
物
、
電
車
、
駅
の
構
内
等
の
特
定
の
建
物
及
び
施
設
並
び

に
病
院
等
の
療
養
施
設
で
は
連
呼
行
為
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
16
6
条
）。

※
	「『
連
呼
行
為
』
と
は
、『
短
時
間
に
同
一
内
容
の
短
い
文
言
を
連
続
し
て
繰
り
返
し
呼
称
す
る
こ
と
』
と
い
う
こ

と
が
で
き
よ
う
」（
資
料
①
,	p
.10
45
.）。

•	
「
連
呼
行
為
は
、
昭
和
27
年
の
公
職
選
挙
法
の
改
正
に
よ
り
、
原
則
と
し
て
禁
止
さ
れ
る
に
至
り
、
た
だ
例
外

と
し
て
、
標
旗
を
掲
げ
て
自
動
車
、
船
舶
等
の
上
に
お
い
て
す
る
場
合
の
み
許
さ
れ
て
い
た
。
そ
の
後
、
昭
和

29
年
の
法
改
正
に
よ
り
、
更
に
そ
の
制
限
が
厳
し
く
な
り
、
車
上
、
徒
歩
を
問
わ
ず
す
べ
て
禁
止
さ
れ
、
た
だ
、

演
説
会
場
及
び
街
頭
演
説
（
演
説
を
含
む
。）
の
場
所
に
お
い
て
す
る
場
合
の
み
許
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
る
が
、

昭
和
39
年
の
法
改
正
に
よ
っ
て
文
書
図
画
に
よ
る
選
挙
運
動
の
規
制
が
合
理
化
さ
れ
た
こ
と
に
対
応
す
る
と
と

も
に
、
昭
和
38
年
11
月
執
行
の
衆
議
院
議
員
の
総
選
挙
に
お
け
る
特
例
の
実
施
の
結
果
に
も
か
ん
が
み
て
、

そ
の
制
度
が
あ
る
程
度
緩
和
さ
れ
」（
資
料
①
,	p
.10
44
.）、
一
定
の
制
限
の
下
で
選
挙
運
動
用
自
動
車
又
は
船
舶

の
上
で
す
る
連
呼
行
為
が
再
び
認
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

選
挙
運
動
放
送
の
制
限

•	
ラ
ジ
オ
放
送
又
は
テ
レ
ビ
放
送
に
よ
る
政
見
放
送
は
、
候
補
者
届
出
政
党
、
参
院
選
挙
区
選
又
は
知
事
選
の
候

補
者
及
び
名
簿
届
出
政
党
等
が
行
う
も
の
に
限
ら
れ
る
（
15
0
条
①
③
）。

•	
放
送
設
備
は
、
政
見
放
送
及
び
経
歴
放
送
並
び
に
選
挙
運
動
用
拡
声
機
の
使
用
の
場
合
を
除
き
、
選
挙
運
動
の

た
め
に
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
15
1
条
の
5）
。

•	
ラ
ジ
オ
に
よ
る
公
営
の
政
見
放
送
は
、
昭
和
22
年
の
選
挙
運
動
の
文
書
図
画
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
で
、
ま

ず
参
院
の
全
国
区
選
に
つ
い
て
制
度
化
さ
れ
た
。
翌
年
の
選
挙
運
動
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
で
は
、
こ
れ

が
衆
院
選
に
も
拡
張
さ
れ
る
と
と
も
に
、
新
た
に
経
歴
放
送
の
実
施
が
規
定
さ
れ
た
。
昭
和
27
年
改
正
で
は
、

放
送
設
備
を
使
用
し
て
行
う
選
挙
運
動
を
原
則
と
し
て
禁
止
し
、
政
見
放
送
な
ど
法
定
の
も
の
の
み
を
例
外
と

し
て
認
め
る
規
制
が
導
入
さ
れ
た
。
昭
和
38
年
に
は
テ
レ
ビ
に
よ
る
経
歴
放
送
が
、
昭
和
44
年
に
は
同
じ
く

政
見
放
送
が
開
始
さ
れ
た
。

項
　
　
目

概
　
　
要

背
景
・
沿
革
等

選
挙
事
務
所
の
制
限

•	
選
挙
事
務
所
は
、
候
補
者
（
衆
院
比
例
代
表
選
を
除
く
）
若
し
く
は
そ
の
推
薦
届
出
者
、
候
補
者
届
出
政
党
又

は
名
簿
届
出
政
党
等
が
設
置
す
る
も
の
を
除
き
、
設
置
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
13
0
条
①
）。
ま
た
、
こ
れ
ら

に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
数
の
制
限
が
あ
る
（
13
1
条
①
）。

•	
選
挙
事
務
所
は
、
1
日
に
つ
き
1
回
を
超
え
て
移
動
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
13
1
条
②
）。

•	
「
選
挙
事
務
所
に
つ
い
て
、
選
挙
運
動
費
用
軽
減
等
の
趣
旨
か
ら
、
本
条
以
下
に
お
い
て
一
定
の
制
限
を
加
え
て

い
る
の
で
あ
る
」（
資
料
①
,	p
.98
1.）
。

•	
選
挙
事
務
所
の
数
の
規
制
は
、
大
正
14
年
法
で
初
め
て
導
入
さ
れ
た
。

•	
選
挙
事
務
所
の
移
動
に
つ
い
て
は
、「
選
挙
事
務
所
を
頻
繁
に
移
動
し
、
ま
た
、
移
動
の
つ
ど
開
所
式
等
を
催
し
、

そ
こ
で
、
現
行
法
で
禁
止
さ
れ
て
い
る
飲
食
物
提
供
ま
が
い
の
行
為
を
行
う
と
い
っ
た
傾
向
が
見
受
け
ら
れ
る

と
の
批
判
が
あ
り
、
こ
れ
を
放
置
し
て
お
く
こ
と
は
、
選
挙
に
金
が
か
か
る
等
の
弊
害
の
一
因
と
も
な
る
」（
資

料
⑧
,	p
.5.
）
こ
と
か
ら
、
昭
和
56
年
改
正
で
規
制
が
開
始
さ
れ
た
。

休
憩
所
等
の
禁
止

•	
休
憩
所
そ
の
他
こ
れ
に
類
似
す
る
設
備
は
、
選
挙
運
動
の
た
め
設
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
13
3
条
）。

•	
休
憩
所
が
「
買
収
、
供
応
等
の
弊
害
を
誘
発
し
易
く
、
適
法
な
選
挙
運
動
の
遂
行
に
と
っ
て
む
し
ろ
弊
害
を
伴

う
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
と
と
も
に
、
候
補
者
間
の
無
用
な
競
争
が
激
化
す
る
こ
と
も
予
想
さ
れ
る
の
で
、
選
挙

の
公
正
確
保
と
候
補
者
保
護
と
い
う
二
つ
の
観
点
か
ら
禁
止
さ
れ
た
も
の
と
考
え
る
」（
資
料
①
,	p
.99
3.）
。

•	
大
正
14
年
法
で
初
め
て
導
入
さ
れ
た
。

そ
の
他
の
選
挙
運
動
の
規
制
の
概
要

6.	
候
補
者
（
衆
院
比
例
代
表
選
を
除
く
）、
候
補
者
届
出
政
党
又
は
衆
院
名
簿
届
出
政
党
等
が
使
用
す
る
選

挙
運
動
用
ポ
ス
タ
ー

ま
た
、
こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
、
3
を
除
き
、
そ
れ
ぞ
れ
数
量
、
規
格
又
は
掲
示
箇
所
等
の
制
限
が
あ
る
（
14
3
条
）。

•	
選
挙
運
動
の
た
め
に
、
ア
ド
バ
ル
ー
ン
、
ネ
オ
ン
・
サ
イ
ン
又
は
電
光
に
よ
る
表
示
、
ス
ラ
イ
ド
そ
の
他
の
方

法
に
よ
る
映
写
等
の
類
を
掲
示
す
る
行
為
は
、
違
法
な
文
書
図
画
の
掲
示
と
み
な
さ
れ
禁
止
さ
れ
る
（
14
3
条

②
）。

文
書
図
画
の
頒
布
又
は

掲
示
に
つ
き
禁
止
を
免

れ
る
行
為
の
制
限

•	
著
述
、
演
芸
等
の
広
告
そ
の
他
い
か
な
る
名
義
を
も
っ
て
す
る
を
問
わ
ず
、
文
書
図
画
の
頒
布
又
は
掲
示
の
禁

止
を
免
れ
る
行
為
と
し
て
、
候
補
者
の
氏
名
若
し
く
は
シ
ン
ボ
ル
・
マ
ー
ク
、
政
党
そ
の
他
の
政
治
団
体
の
名

称
又
は
候
補
者
を
推
薦
し
、
支
持
し
若
し
く
は
反
対
す
る
者
の
名
を
表
示
す
る
文
書
図
画
を
頒
布
し
、
又
は
掲

示
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
（
14
6
条
①
）。

•	
候
補
者
の
氏
名
、
政
党
そ
の
他
の
政
治
団
体
の
名
称
、
推
薦
届
出
者
の
氏
名
、
選
挙
運
動
員
の
氏
名
、
候
補
者

と
同
一
戸
籍
に
あ
る
者
の
氏
名
を
表
示
し
た
年
賀
状
、
寒
中
見
舞
状
、
暑
中
見
舞
状
等
の
あ
い
さ
つ
状
を
候
補

者
の
選
挙
区
内
に
頒
布
し
、
又
は
掲
示
す
る
こ
と
は
、
選
挙
運
動
の
目
的
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、
上
記
の
禁

止
を
免
れ
る
行
為
と
み
な
さ
れ
禁
止
さ
れ
る
（
14
6
条
②
）。

※
	文
書
図
画
の
頒
布
又
は
掲
示
の
禁
止
を
免
れ
る
行
為
と
は
、「
実
際
に
は
選
挙
運
動
の
た
め
に
使
用
し
な
が

ら
、
外
形
的
に
は
著
述
、
演
芸
等
の
広
告
そ
の
他
商
店
の
広
告
等
の
よ
う
に
装
う
こ
と
を
い
う
」（
資
料
①
,	

p.
11
87
.）。

※
	候
補
者
が
選
挙
区
内
の
者
に
対
し
て
あ
い
さ
つ
状
を
出
す
行
為
に
つ
い
て
は
、
14
6
条
②
と
は
別
に
、
14
7
条
の

2
に
お
い
て
時
期
を
問
わ
ず
に
制
限
さ
れ
て
い
る
。

•	
「
著
述
や
演
芸
の
広
告
、
会
社
や
商
店
の
営
業
広
告
の
掲
示
、
頒
布
又
は
年
賀
状
、
暑
中
見
舞
状
の
頒
布
等
は
、

日
常
生
活
に
お
い
て
一
般
的
に
行
わ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
そ
れ
自
体
と
し
て
は
な
ん
ら
違
法
性
を
も
つ
も

の
で
は
な
い
が
、
こ
れ
ら
に
藉
口
し
て
選
挙
運
動
の
た
め
の
文
書
図
画
と
思
わ
れ
る
よ
う
な
も
の
が
頒
布
、
掲

示
さ
れ
る
場
合
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
を
放
任
す
る
こ
と
は
、
選
挙
の
公
正
を
害
す
る
こ
と
と
な
り
、
選
挙
運
動

の
文
書
図
画
の
制
限
も
無
意
味
と
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
本
条
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
行
為
を
禁
止
し

よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
」（
資
料
①
,	p
.11
87
.）。

•	
昭
和
22
年
の
選
挙
運
動
の
文
書
図
画
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
で
初
め
て
導
入
さ
れ
た
。

新
聞
広
告
の
制
限

•	
選
挙
に
関
す
る
新
聞
広
告
は
、
候
補
者
（
衆
参
の
比
例
代
表
選
を
除
く
）、
候
補
者
届
出
政
党
又
は
名
簿
届
出
政

党
等
が
す
る
も
の
に
限
ら
れ
る
。ま
た
、こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
、そ
れ
ぞ
れ
回
数
及
び
規
格
等
の
制
限
が
あ
る（
14
9

条
）。

•	
選
挙
に
関
す
る
新
聞
広
告
を
掲
載
し
た
新
聞
紙
は
、
新
聞
紙
の
販
売
を
業
と
す
る
者
が
通
常
の
方
法
で
頒
布
し
、

又
は
都
道
府
県
選
管
の
指
定
す
る
場
所
に
掲
示
す
る
場
合
を
除
き
、頒
布
又
は
掲
示
す
る
こ
と
が
で
き
な
い（
14
9

条
⑤
）。

•	
「
新
聞
広
告
は
、
文
書
図
画
に
よ
る
選
挙
運
動
と
し
て
そ
の
効
果
は
極
め
て
大
き
く
、
こ
れ
を
自
由
に
認
め
る
こ

と
は
、
直
ち
に
選
挙
運
動
費
用
の
増
こ
う
を
き
た
し
、
他
の
い
ろ
い
ろ
の
選
挙
運
動
の
制
限
に
関
す
る
規
定
が

無
意
味
な
も
の
と
も
な
る
こ
と
か
ら
、
本
条
に
お
い
て
、
新
聞
広
告
に
つ
い
て
一
定
の
制
限
を
設
け
た
も
の
で

あ
る
」（
資
料
①
,	p
.12
11
.）。

•	
昭
和
22
年
の
選
挙
運
動
の
文
書
図
画
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
で
初
め
て
導
入
さ
れ
た
。

項
　
　
目

概
　
　
要

背
景
・
沿
革
等

演
説
会
の
制
限

•	
選
挙
運
動
の
た
め
の
演
説
会
は
、
候
補
者
が
行
う
個
人
演
説
会
、
候
補
者
届
出
政
党
が
行
う
政
党
演
説
会
又
は

衆
院
名
簿
届
出
政
党
等
が
行
う
政
党
等
演
説
会
を
除
き
、
開
催
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
16
1
条
、
16
1
条
の
2、

16
4
条
の
3）
。

•	
衆
院
小
選
挙
区
選
、
参
院
選
挙
区
選
又
は
知
事
選
の
候
補
者
、
候
補
者
届
出
政
党
及
び
衆
院
名
簿
届
出
政
党
等

の
演
説
会
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
時
に
開
催
で
き
る
箇
所
数
の
制
限
が
あ
る
（
16
4
条
の
2
①
③
）。

•	
所
定
の
公
営
施
設
を
除
き
、
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
所
有
し
又
は
管
理
す
る
建
物
、
電
車
、
駅
の
構
内
等
の

特
定
の
建
物
及
び
施
設
並
び
に
病
院
等
の
療
養
施
設
で
は
演
説
会
を
開
催
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
16
6
条
）。

•	
「
言
論
に
よ
る
選
挙
運
動
は
、
選
挙
運
動
の
中
で
も
も
っ
と
も
基
本
的
な
も
の
で
あ
り
、
で
き
る
だ
け
自
由
に
行

う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
が
望
ま
し
く
、
な
か
で
も
個
人
演
説
会
は
、
言
論
に
よ
る
選
挙
運
動
の
中

核
を
な
す
も
の
で
あ
り
、他
の
選
挙
運
動
に
比
べ
て
比
較
的
金
の
か
か
ら
な
い
運
動
方
法
で
も
あ
る
」が
、「
他
面
、

個
人
演
説
会
の
回
数
制
限
の
撤
廃
に
伴
っ
て
、
往
々
に
し
て
有
力
な
演
説
会
場
が
特
定
の
候
補
者
に
よ
っ
て
独

占
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
り
、
ま
た
、
演
説
会
用
の
文
書
図
画
が
巷
に
氾
濫
す
る
こ
と
に
も
な
り
か
ね
な
い
の
で
、

…
（
中
略
）
…
同
時
に
開
催
す
る
こ
と
が
で
き
る
個
人
演
説
会
を
五
箇
所
に
限
る
こ
と
と
し
た
の
で
あ
る
」（
資

料
①
,	p
p.
12
63
-1
26
4.）
。

•	
昭
和
23
年
の
選
挙
運
動
等
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
で
、
公
営
の
立
会
演
説
会
制
度
の
採
用
と
あ
わ
せ
て
、

個
人
演
説
会
の
回
数
制
限
や
法
定
外
の
演
説
会
の
禁
止
な
ど
、
演
説
会
の
開
催
を
制
限
す
る
規
制
が
初
め
て
定

め
ら
れ
た
。
昭
和
25
年
の
公
選
法
で
は
演
説
会
の
開
催
が
基
本
的
に
自
由
と
さ
れ
た
が
、
昭
和
27
年
改
正
で
、

個
人
演
説
会
の
回
数
を
制
限
し
、
法
定
外
の
演
説
会
を
禁
止
す
る
規
制
が
再
び
導
入
さ
れ
た
。
現
在
の
よ
う
な

個
人
演
説
会
の
開
催
箇
所
数
の
制
限
は
、
昭
和
44
年
、
回
数
制
限
の
撤
廃
と
同
時
に
新
設
さ
れ
た
。
一
方
、
立

会
演
説
会
は
、「
有
権
者
に
占
め
る
聴
衆
の
割
合
が
低
下
し
」
た
こ
と
に
加
え
、「
特
定
の
候
補
者
の
時
間
帯
に

そ
の
候
補
者
の
動
員
し
た
支
持
者
の
み
が
集
ま
り
他
の
候
補
者
の
時
間
に
な
る
と
一
斉
に
退
場
す
る
と
い
う
よ

う
な
現
象
が
み
ら
れ
、
ま
す
ま
す
長
所
が
失
わ
れ
形
骸
化
し
」（
資
料
⑦
,	p
.5.
）
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
昭
和
58

年
改
正
で
廃
止
さ
れ
た
。

言
論
に
よ
る
選
挙
運
動
の
規
制
の
概
要



レファレンス　2010. 1190

自
動
車
、
船
舶
及
び
拡

声
機
の
使
用
の
制
限

•	
選
挙
運
動
用
自
動
車
又
は
船
舶
及
び
拡
声
機
は
、
候
補
者
（
衆
院
比
例
代
表
選
を
除
く
）、
候
補
者
届
出
政
党
又

は
衆
院
名
簿
届
出
政
党
等
が
使
用
す
る
も
の
を
除
き
、
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
ま
た
、
こ
れ
ら
に
つ
い

て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
数
等
の
制
限
が
あ
る
（
14
1
条
）。

•	
候
補
者
が
使
用
す
る
自
動
車
又
は
船
舶
に
つ
い
て
は
、
乗
車
又
は
乗
船
す
る
者
の
人
数
の
制
限
が
あ
る
（
14
1

条
の
2）
。

•	
選
挙
運
動
用
自
動
車
の
上
で
は
、
停
止
し
た
車
上
に
お
け
る
演
説
及
び
午
前
8
時
か
ら
午
後
8
時
ま
で
の
間
に

行
う
連
呼
行
為
を
除
き
、
選
挙
運
動
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
14
1
条
の
3）
。

•	
「
自
動
車
、
拡
声
機
等
の
使
用
が
無
制
限
に
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
選
挙
運
動
費
用
の
増
こ
う
を
き
た
す
結
果
と

な
る
こ
と
を
考
慮
し
て
設
け
ら
れ
た
も
の
と
考
え
る
」（
資
料
①
,	p
.10
51
.）。

•	
自
動
車
、
拡
声
機
等
の
数
の
規
制
は
、
昭
和
23
年
の
選
挙
運
動
等
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
で
初
め
て
導
入

さ
れ
た
。
ま
た
、
乗
車
人
数
の
規
制
及
び
車
上
の
選
挙
運
動
の
規
制
は
、
昭
和
29
年
改
正
で
導
入
さ
れ
た
。

戸
別
訪
問
の
禁
止

•	
選
挙
に
関
し
、
投
票
を
得
若
し
く
は
得
し
め
又
は
得
し
め
な
い
目
的
を
も
っ
て
戸
別
訪
問
を
す
る
こ
と
は
で
き

な
い
（
13
8
条
①
）。

•	
選
挙
運
動
の
た
め
に
行
わ
れ
る
次
の
行
為
は
、
い
か
な
る
方
法
で
行
う
場
合
も
、
違
法
な
戸
別
訪
問
と
み
な
さ

れ
禁
止
さ
れ
る
（
13
8
条
②
）。

1.	
戸
別
に
、
演
説
会
の
開
催
又
は
演
説
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
告
知
す
る
行
為

2.	
戸
別
に
、
特
定
の
候
補
者
の
氏
名
又
は
政
党
そ
の
他
の
政
治
団
体
の
名
称
を
言
い
あ
る
く
行
為

※
	戸
別
訪
問
で
い
う
戸
と
は
、「
必
ず
し
も
選
挙
人
の
居
宅
に
限
ら
れ
る
も
の
で
な
く
、そ
の
勤
務
先
の
会
社
、工
場
、

事
務
所
、店
舗
等
も
含
ま
れ
る
」。
ま
た
、「
戸
別
訪
問
が
成
立
す
る
た
め
に
は
、訪
問
が
二
戸
以
上
に
わ
た
っ
て『
連

続
し
て
』
な
さ
れ
る
こ
と
を
要
す
る
と
解
す
る
の
が
従
来
の
通
説
で
あ
る
」
が
、「
二
戸
以
上
を
訪
問
す
る
た
め

の
第
一
着
手
と
し
て
な
さ
れ
た
と
き
は
、
一
戸
と
い
え
ど
も
戸
別
訪
問
に
当
た
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
」（
資
料

①
,	p
p.
10
22
-1
02
3.）
。

•	
「
戸
別
訪
問
に
よ
る
選
挙
運
動
が
禁
止
さ
れ
て
い
る
の
は
、
そ
れ
が
買
収
、
利
害
誘
導
そ
の
他
の
違
反
行
為
を
行

う
機
会
を
つ
く
り
、
選
挙
の
自
由
、
公
正
を
害
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
ほ
か
、
候
補
者
及
び
選
挙
人
と
も
に
そ
の

煩
に
堪
え
な
い
等
の
弊
害
が
予
想
さ
れ
る
た
め
で
あ
る
」（
資
料
②
,	p
.22
5.）
。

•	
大
正
14
年
法
で
初
め
て
導
入
さ
れ
た
。
昭
和
25
年
の
公
選
法
で
は
、「
公
職
の
候
補
者
が
親
族
、
平
素
親
交
の

間
柄
に
あ
る
知
己
そ
の
他
密
接
な
間
柄
に
あ
る
者
を
訪
問
す
る
こ
と
」
を
規
制
か
ら
除
外
す
る
特
例
が
設
け
ら

れ
た
。
し
か
し
、「
こ
の
よ
う
な
あ
い
ま
い
な
例
外
規
定
が
存
在
す
る
こ
と
と
な
っ
て
は
、
本
条
違
反
の
認
定
は

極
め
て
困
難
と
な
り
、
脱
法
的
行
為
が
絶
え
ず
行
わ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
っ
た
」（
資
料
①
,	p
p.
10
19
-1
02
0.）
こ

と
な
ど
か
ら
、
昭
和
27
年
改
正
で
再
び
全
面
的
に
禁
止
さ
れ
た
。

•	
「
平
成
5
年
に
政
府
か
ら
提
案
さ
れ
た
改
正
法
案
に
お
い
て
は
戸
別
訪
問
を
自
由
化
す
る
こ
と
と
し
て
い
た
が
、

審
議
過
程
に
お
い
て
与
野
党
が
合
意
し
、
最
終
的
に
は
現
行
ど
お
り
戸
別
訪
問
は
禁
止
す
る
も
の
と
さ
れ
、
現

在
に
至
っ
て
い
る
」（
資
料
①
,	p
.10
20
.）。

署
名
運
動
の
禁
止

•	
選
挙
に
関
し
、
投
票
を
得
若
し
く
は
得
し
め
又
は
得
し
め
な
い
目
的
を
も
っ
て
選
挙
人
に
対
し
て
署
名
運
動
を

す
る
こ
と
は
で
き
な
い
（
13
8
条
の
2）
。

•	
「
署
名
運
動
が
禁
止
さ
れ
た
の
は
、
こ
れ
を
放
任
し
て
お
く
と
、
戸
別
訪
問
の
禁
止
や
連
呼
行
為
の
禁
止
の
脱
法

行
為
と
し
て
行
わ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る
た
め
で
あ
る
」（
資
料
②
,	p
.22
5.）
。

•	
昭
和
27
年
改
正
で
導
入
さ
れ
た
。

人
気
投
票
の
公
表
の
禁

止
•	
選
挙
に
関
し
、
公
職
に
就
く
べ
き
者
等
を
予
想
す
る
人
気
投
票
の
経
過
又
は
結
果
を
公
表
す
る
こ
と
は
で
き
な

い
（
13
8
条
の
3）
。

※
	新
聞
社
等
の
行
う
世
論
調
査
に
つ
い
て
は
、「
そ
の
調
査
方
式
が
投
票
の
方
法
に
よ
る
も
の
で
あ
れ
ば
、
そ
の
経

過
又
は
結
果
を
公
表
す
る
こ
と
は
本
条
違
反
と
な
る
。
し
か
し
、
調
査
員
が
被
調
査
者
に
面
接
し
た
り
、
架
電

し
て
口
頭
回
答
を
得
る
よ
う
な
方
法
で
調
査
を
し
た
場
合
は
、
こ
こ
に
い
う
『
人
気
投
票
』
に
は
当
た
ら
な
い
」

（
資
料
①
,	p
.10
35
.）。

•	
「
人
気
投
票
が
そ
の
方
法
、
動
機
に
お
い
て
必
ず
し
も
公
正
で
あ
る
と
は
い
え
な
い
も
の
が
多
く
、
ま
し
て
、
こ

れ
を
選
挙
に
反
映
さ
せ
る
と
い
う
こ
と
は
決
し
て
好
ま
し
い
こ
と
で
は
な
く
、
弊
害
が
多
い
の
で
、
そ
の
公
表

を
禁
止
し
よ
う
と
し
た
も
の
で
あ
る
」（
資
料
②
,	p
.22
6.）
。

•	
昭
和
27
年
改
正
で
、
新
聞
紙
及
び
雑
誌
に
対
し
て
人
気
投
票
の
結
果
等
の
掲
載
を
禁
止
す
る
規
制
が
導
入
さ
れ

た
。
こ
の
規
制
が
昭
和
31
年
改
正
で
拡
張
さ
れ
、現
在
の
よ
う
に
人
気
投
票
の
公
表
が
全
面
的
に
禁
止
さ
れ
た
。

飲
食
物
の
提
供
の
禁
止

•	
選
挙
運
動
に
関
し
、
飲
食
物
（
湯
茶
及
び
こ
れ
に
伴
い
通
常
用
い
ら
れ
る
程
度
の
菓
子
を
除
く
）
を
提
供
す
る

こ
と
は
で
き
な
い
。
た
だ
し
、
候
補
者
（
衆
院
比
例
代
表
選
を
除
く
）
は
、
例
外
的
に
、
所
定
の
範
囲
内
で
選

挙
運
動
員
及
び
労
務
者
に
対
し
て
弁
当
を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
13
9
条
）。

※
	「
飲
食
物
の
提
供
が
禁
止
さ
れ
る
の
は
す
べ
て
の
人
に
つ
い
て
で
あ
っ
て
、
候
補
者
が
選
挙
運
動
員
そ
の
他
の
第

三
者
に
提
供
す
る
場
合
に
限
ら
れ
ず
、
第
三
者
が
候
補
者
や
選
挙
運
動
員
に
提
供
す
る
場
合
も
、
そ
れ
が
選
挙

運
動
に
関
し
て
な
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
限
り
、
本
条
の
禁
止
の
違
反
と
な
る
」（
資
料
①
,	p
.10
38
.）。

•	
「
立
法
趣
旨
は
、
選
挙
運
動
は
、
そ
の
性
質
上
飲
食
物
の
提
供
を
伴
い
易
い
の
で
、
か
か
る
物
資
の
乱
費
を
抑
制

す
る
と
と
も
に
飲
食
物
の
提
供
に
よ
る
選
挙
運
動
費
用
の
増
こ
う
を
防
ぎ
、
候
補
者
の
負
担
を
軽
く
す
る
た
め

で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
」（
資
料
①
,	p
.10
37
.）。

•	
物
資
統
制
の
社
会
情
勢
下
で
制
定
さ
れ
た
昭
和
23
年
の
選
挙
運
動
等
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
で
、
湯
茶
を

除
く
一
切
の
飲
食
物
の
提
供
を
禁
止
す
る
規
制
が
導
入
さ
れ
た
。
し
か
し
、「
情
勢
が
一
応
安
定
す
る
と
、…
（
中

略
）
…
こ
の
規
定
は
著
し
く
社
会
通
念
に
反
す
る
こ
と
と
な
っ
た
の
で
、
昭
和
29
年
の
法
改
正
の
際
に
、
湯
茶

の
ほ
か
に
、
こ
れ
に
伴
い
通
常
用
い
ら
れ
る
程
度
の
菓
子
の
提
供
と
一
定
の
条
件
に
よ
る
弁
当
の
提
供
と
が
認

め
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
」（
資
料
①
,	p
.10
37
.）。

気
勢
を
張
る
行
為
の
禁

止
•	
選
挙
運
動
の
た
め
、
自
動
車
を
連
ね
又
は
隊
伍
を
組
ん
で
往
来
す
る
等
に
よ
っ
て
気
勢
を
張
る
行
為
を
す
る
こ

と
は
で
き
な
い
（
14
0
条
）。

•	
「
気
勢
を
張
る
行
為
が
選
挙
の
静
穏
を
害
し
、選
挙
人
の
冷
静
な
判
断
を
失
わ
せ
る
お
そ
れ
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
」

（
資
料
②
,	p
.22
7.）
。

•	
気
勢
を
張
る
行
為
に
関
す
る
規
制
は
、
明
治
33
年
の
衆
議
院
議
員
選
挙
法
改
正
で
初
め
て
導
入
さ
れ
た
。
昭
和

25
年
の
公
選
法
で
は
、
規
制
対
象
と
な
る
行
為
が
縮
小
さ
れ
、「
選
挙
に
関
し
」
気
勢
を
張
る
行
為
か
ら
「
選

挙
運
動
の
た
め
」
気
勢
を
張
る
行
為
と
な
っ
た
。
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項
目

概
要

背
景
・
沿
革
等

あ
い
さ
つ
状
の
禁
止

•	
候
補
者
は
、
選
挙
区
内
に
あ
る
者
に
対
し
、
答
礼
の
た
め
の
自
筆
に
よ
る
も
の
を
除
き
、
年
賀
状
、
寒
中
見
舞
状
、

暑
中
見
舞
状
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
あ
い
さ
つ
状
を
出
す
こ
と
が
で
き
な
い
（
14
7
条
の
2）
。

•	
「
平
成
元
年
、
金
の
か
か
ら
な
い
政
治
の
実
現
と
選
挙
の
公
正
を
確
保
す
る
と
い
う
観
点
か
ら
新
た
に
立
法
さ
れ

た
」（
資
料
①
,	p
.11
95
.）。

•	
国
会
議
員
に
つ
い
て
は
、
昭
和
29
年
の
衆
参
各
院
に
お
け
る
虚
礼
廃
止
の
申
し
合
わ
せ
に
よ
り
、
す
で
に
規
制

の
立
法
化
以
前
か
ら
時
候
の
あ
い
さ
つ
が
禁
止
さ
れ
て
い
た
（
資
料
⑨
,	p
p.
56
7-
56
8；
	資
料
⑩
,	p
.2.
）。

あ
い
さ
つ
を
目
的
と
す

る
有
料
広
告
の
禁
止

•	
候
補
者
及
び
後
援
団
体
は
、
選
挙
区
内
に
あ
る
者
に
対
す
る
あ
い
さ
つ
を
目
的
と
す
る
有
料
広
告
を
新
聞
紙
等

に
掲
載
さ
せ
、
又
は
一
般
放
送
事
業
者
等
の
放
送
設
備
に
よ
り
放
送
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
15
2
条
①
）。

•	
「
選
挙
目
当
て
の
売
名
的
な
い
わ
ゆ
る
名
刺
広
告
の
よ
う
な
広
告
が
行
わ
れ
、
か
つ
、
そ
れ
が
政
治
に
金
の
か
か

る
原
因
と
な
っ
て
い
る
こ
と
に
か
ん
が
み
、
金
の
か
か
ら
な
い
政
治
の
実
現
と
選
挙
の
公
正
を
確
保
す
る
た
め

に
、
平
成
元
年
の
法
改
正
で
追
加
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
」（
資
料
①
,	p
.12
43
.）。

選
挙
期
日
後
の
あ
い
さ

つ
行
為
の
制
限

•	
選
挙
の
期
日
後
に
、
当
選
又
は
落
選
に
関
し
、
選
挙
人
に
あ
い
さ
つ
す
る
目
的
を
も
っ
て
次
の
行
為
を
す
る
こ

と
は
で
き
な
い
（
17
8
条
）。

1.	
選
挙
人
に
対
し
て
戸
別
訪
問
を
す
る
こ
と

2.	
文
書
図
画
（
自
筆
の
信
書
及
び
答
礼
の
た
め
の
信
書
を
除
く
）
を
頒
布
し
又
は
掲
示
す
る
こ
と

3.	
新
聞
紙
又
は
雑
誌
を
利
用
す
る
こ
と

4.	
放
送
設
備
を
利
用
し
て
放
送
す
る
こ
と

5.	
当
選
祝
賀
会
そ
の
他
の
集
会
を
開
催
す
る
こ
と

6.	
気
勢
を
張
る
行
為
を
す
る
こ
と

7.	
当
選
に
関
す
る
答
礼
の
た
め
当
選
人
の
氏
名
又
は
政
党
そ
の
他
の
政
治
団
体
の
名
称
を
言
い
歩
く
こ
と

•	
「
選
挙
の
期
日
後
の
あ
い
さ
つ
行
為
は
、
そ
の
性
質
か
ら
い
え
ば
、
選
挙
運
動
と
は
い
え
な
い
も
の
で
あ
り
、
ま

た
、
選
挙
終
了
後
当
該
選
挙
の
当
落
に
関
し
て
あ
い
さ
つ
し
又
は
こ
れ
を
受
け
る
こ
と
は
、
社
会
生
活
上
通
常

の
こ
と
と
考
え
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
が
、
あ
え
て
こ
れ
ら
の
行
為
を
禁
止
し
て
い
る
の
は
、
選
挙
に
関
連
し
て

行
わ
れ
る
も
の
で
あ
る
限
り
、
選
挙
の
期
日
後
で
あ
っ
て
も
、
そ
の
た
め
多
く
の
費
用
を
要
し
た
り
、
事
後
買

収
等
の
弊
も
少
な
く
な
い
と
考
え
ら
れ
た
か
ら
で
あ
る
」（
資
料
①
,	p
.13
25
.）。

•	
昭
和
9
年
の
衆
議
院
議
員
選
挙
法
改
正
で
、
選
挙
の
期
日
後
の
あ
い
さ
つ
行
為
に
つ
い
て
内
務
大
臣
が
命
令
で

制
限
で
き
る
こ
と
が
規
定
さ
れ
、
同
年
の
衆
議
院
議
員
選
挙
運
動
等
取
締
規
則
で
規
制
の
内
容
が
定
め
ら
れ
た
。

昭
和
23
年
の
衆
議
院
議
員
選
挙
法
改
正
で
は
、
規
制
が
法
律
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

（
出
典
）	
以
下
の
資
料
を
基
に
筆
者
作
成
。

①
安
田
充
・
荒
川
敦
編
著
『
逐
条
解
説
	公
職
選
挙
法
	上
・
下
』
ぎ
ょ
う
せ
い
，
20
09
.

②
選
挙
制
度
研
究
会
編
『
実
務
と
研
修
の
た
め
の
わ
か
り
や
す
い
公
職
選
挙
法
（
第
14
次
改
訂
版
）』
ぎ
ょ
う
せ
い
，
20
07
.

③
自
治
省
選
挙
部
編
『
選
挙
法
百
年
史
』
第
一
法
規
出
版
，
19
90
.

④
二
井
関
成
『
選
挙
制
度
の
沿
革
』（
現
代
地
方
自
治
全
集
第
9
巻
）
ぎ
ょ
う
せ
い
，
19
78
.

⑤
杣
正
夫
『
日
本
選
挙
制
度
史
―
普
通
選
挙
法
か
ら
公
職
選
挙
法
ま
で
』
九
州
大
学
出
版
会
，
19
86
.

⑥
笠
置
隆
範
「
公
職
選
挙
法
の
一
部
改
正
（
比
例
代
表
選
挙
に
お
け
る
街
頭
演
説
の
箇
所
数
の
増
加
）
に
つ
い
て
」『
選
挙
時
報
』
56
（
7･
8）
，
20
07
.7･
8，
pp
.1-
5.

⑦
古
内
晋
「
公
職
選
挙
法
及
び
同
法
施
行
令
の
一
部
改
正
に
つ
い
て
」『
選
挙
』
37
巻
1
号
，
19
84
.1，
pp
.2-
10
.

⑧
谷
合
靖
夫
「
公
職
選
挙
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
に
つ
い
て
」『
選
挙
時
報
』
30
巻
6
号
，
19
81
.6，
pp
.1-
17
.

⑨
『
衆
議
院
先
例
集
	昭
和
53
年
版
』
衆
議
院
事
務
局
，
19
78
.

⑩
第
20
回
国
会
参
議
院
議
院
運
営
委
員
会
会
議
録
第
5
号
　
昭
和
29
年
12
月
6
日

選
挙
運
動
期
間
外
の
活
動
の
規
制
の
概
要

自
動
車
、
船
舶
及
び
拡

声
機
の
使
用
の
制
限

•	
選
挙
運
動
用
自
動
車
又
は
船
舶
及
び
拡
声
機
は
、
候
補
者
（
衆
院
比
例
代
表
選
を
除
く
）、
候
補
者
届
出
政
党
又

は
衆
院
名
簿
届
出
政
党
等
が
使
用
す
る
も
の
を
除
き
、
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
ま
た
、
こ
れ
ら
に
つ
い

て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
数
等
の
制
限
が
あ
る
（
14
1
条
）。

•	
候
補
者
が
使
用
す
る
自
動
車
又
は
船
舶
に
つ
い
て
は
、
乗
車
又
は
乗
船
す
る
者
の
人
数
の
制
限
が
あ
る
（
14
1

条
の
2）
。

•	
選
挙
運
動
用
自
動
車
の
上
で
は
、
停
止
し
た
車
上
に
お
け
る
演
説
及
び
午
前
8
時
か
ら
午
後
8
時
ま
で
の
間
に

行
う
連
呼
行
為
を
除
き
、
選
挙
運
動
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
14
1
条
の
3）
。

•	
「
自
動
車
、
拡
声
機
等
の
使
用
が
無
制
限
に
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
選
挙
運
動
費
用
の
増
こ
う
を
き
た
す
結
果
と

な
る
こ
と
を
考
慮
し
て
設
け
ら
れ
た
も
の
と
考
え
る
」（
資
料
①
,	p
.10
51
.）。

•	
自
動
車
、
拡
声
機
等
の
数
の
規
制
は
、
昭
和
23
年
の
選
挙
運
動
等
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
で
初
め
て
導
入

さ
れ
た
。
ま
た
、
乗
車
人
数
の
規
制
及
び
車
上
の
選
挙
運
動
の
規
制
は
、
昭
和
29
年
改
正
で
導
入
さ
れ
た
。

戸
別
訪
問
の
禁
止

•	
選
挙
に
関
し
、
投
票
を
得
若
し
く
は
得
し
め
又
は
得
し
め
な
い
目
的
を
も
っ
て
戸
別
訪
問
を
す
る
こ
と
は
で
き

な
い
（
13
8
条
①
）。

•	
選
挙
運
動
の
た
め
に
行
わ
れ
る
次
の
行
為
は
、
い
か
な
る
方
法
で
行
う
場
合
も
、
違
法
な
戸
別
訪
問
と
み
な
さ

れ
禁
止
さ
れ
る
（
13
8
条
②
）。

1.	
戸
別
に
、
演
説
会
の
開
催
又
は
演
説
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
告
知
す
る
行
為

2.	
戸
別
に
、
特
定
の
候
補
者
の
氏
名
又
は
政
党
そ
の
他
の
政
治
団
体
の
名
称
を
言
い
あ
る
く
行
為

※
	戸
別
訪
問
で
い
う
戸
と
は
、「
必
ず
し
も
選
挙
人
の
居
宅
に
限
ら
れ
る
も
の
で
な
く
、そ
の
勤
務
先
の
会
社
、工
場
、

事
務
所
、店
舗
等
も
含
ま
れ
る
」。
ま
た
、「
戸
別
訪
問
が
成
立
す
る
た
め
に
は
、訪
問
が
二
戸
以
上
に
わ
た
っ
て『
連

続
し
て
』
な
さ
れ
る
こ
と
を
要
す
る
と
解
す
る
の
が
従
来
の
通
説
で
あ
る
」
が
、「
二
戸
以
上
を
訪
問
す
る
た
め

の
第
一
着
手
と
し
て
な
さ
れ
た
と
き
は
、
一
戸
と
い
え
ど
も
戸
別
訪
問
に
当
た
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
」（
資
料

①
,	p
p.
10
22
-1
02
3.）
。

•	
「
戸
別
訪
問
に
よ
る
選
挙
運
動
が
禁
止
さ
れ
て
い
る
の
は
、
そ
れ
が
買
収
、
利
害
誘
導
そ
の
他
の
違
反
行
為
を
行

う
機
会
を
つ
く
り
、
選
挙
の
自
由
、
公
正
を
害
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
ほ
か
、
候
補
者
及
び
選
挙
人
と
も
に
そ
の

煩
に
堪
え
な
い
等
の
弊
害
が
予
想
さ
れ
る
た
め
で
あ
る
」（
資
料
②
,	p
.22
5.）
。

•	
大
正
14
年
法
で
初
め
て
導
入
さ
れ
た
。
昭
和
25
年
の
公
選
法
で
は
、「
公
職
の
候
補
者
が
親
族
、
平
素
親
交
の

間
柄
に
あ
る
知
己
そ
の
他
密
接
な
間
柄
に
あ
る
者
を
訪
問
す
る
こ
と
」
を
規
制
か
ら
除
外
す
る
特
例
が
設
け
ら

れ
た
。
し
か
し
、「
こ
の
よ
う
な
あ
い
ま
い
な
例
外
規
定
が
存
在
す
る
こ
と
と
な
っ
て
は
、
本
条
違
反
の
認
定
は

極
め
て
困
難
と
な
り
、
脱
法
的
行
為
が
絶
え
ず
行
わ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
っ
た
」（
資
料
①
,	p
p.
10
19
-1
02
0.）
こ

と
な
ど
か
ら
、
昭
和
27
年
改
正
で
再
び
全
面
的
に
禁
止
さ
れ
た
。

•	
「
平
成
5
年
に
政
府
か
ら
提
案
さ
れ
た
改
正
法
案
に
お
い
て
は
戸
別
訪
問
を
自
由
化
す
る
こ
と
と
し
て
い
た
が
、

審
議
過
程
に
お
い
て
与
野
党
が
合
意
し
、
最
終
的
に
は
現
行
ど
お
り
戸
別
訪
問
は
禁
止
す
る
も
の
と
さ
れ
、
現

在
に
至
っ
て
い
る
」（
資
料
①
,	p
.10
20
.）。

署
名
運
動
の
禁
止

•	
選
挙
に
関
し
、
投
票
を
得
若
し
く
は
得
し
め
又
は
得
し
め
な
い
目
的
を
も
っ
て
選
挙
人
に
対
し
て
署
名
運
動
を

す
る
こ
と
は
で
き
な
い
（
13
8
条
の
2）
。

•	
「
署
名
運
動
が
禁
止
さ
れ
た
の
は
、
こ
れ
を
放
任
し
て
お
く
と
、
戸
別
訪
問
の
禁
止
や
連
呼
行
為
の
禁
止
の
脱
法

行
為
と
し
て
行
わ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る
た
め
で
あ
る
」（
資
料
②
,	p
.22
5.）
。

•	
昭
和
27
年
改
正
で
導
入
さ
れ
た
。

人
気
投
票
の
公
表
の
禁

止
•	
選
挙
に
関
し
、
公
職
に
就
く
べ
き
者
等
を
予
想
す
る
人
気
投
票
の
経
過
又
は
結
果
を
公
表
す
る
こ
と
は
で
き
な

い
（
13
8
条
の
3）
。

※
	新
聞
社
等
の
行
う
世
論
調
査
に
つ
い
て
は
、「
そ
の
調
査
方
式
が
投
票
の
方
法
に
よ
る
も
の
で
あ
れ
ば
、
そ
の
経

過
又
は
結
果
を
公
表
す
る
こ
と
は
本
条
違
反
と
な
る
。
し
か
し
、
調
査
員
が
被
調
査
者
に
面
接
し
た
り
、
架
電

し
て
口
頭
回
答
を
得
る
よ
う
な
方
法
で
調
査
を
し
た
場
合
は
、
こ
こ
に
い
う
『
人
気
投
票
』
に
は
当
た
ら
な
い
」

（
資
料
①
,	p
.10
35
.）。

•	
「
人
気
投
票
が
そ
の
方
法
、
動
機
に
お
い
て
必
ず
し
も
公
正
で
あ
る
と
は
い
え
な
い
も
の
が
多
く
、
ま
し
て
、
こ

れ
を
選
挙
に
反
映
さ
せ
る
と
い
う
こ
と
は
決
し
て
好
ま
し
い
こ
と
で
は
な
く
、
弊
害
が
多
い
の
で
、
そ
の
公
表

を
禁
止
し
よ
う
と
し
た
も
の
で
あ
る
」（
資
料
②
,	p
.22
6.）
。

•	
昭
和
27
年
改
正
で
、
新
聞
紙
及
び
雑
誌
に
対
し
て
人
気
投
票
の
結
果
等
の
掲
載
を
禁
止
す
る
規
制
が
導
入
さ
れ

た
。
こ
の
規
制
が
昭
和
31
年
改
正
で
拡
張
さ
れ
、現
在
の
よ
う
に
人
気
投
票
の
公
表
が
全
面
的
に
禁
止
さ
れ
た
。

飲
食
物
の
提
供
の
禁
止

•	
選
挙
運
動
に
関
し
、
飲
食
物
（
湯
茶
及
び
こ
れ
に
伴
い
通
常
用
い
ら
れ
る
程
度
の
菓
子
を
除
く
）
を
提
供
す
る

こ
と
は
で
き
な
い
。
た
だ
し
、
候
補
者
（
衆
院
比
例
代
表
選
を
除
く
）
は
、
例
外
的
に
、
所
定
の
範
囲
内
で
選

挙
運
動
員
及
び
労
務
者
に
対
し
て
弁
当
を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
13
9
条
）。

※
	「
飲
食
物
の
提
供
が
禁
止
さ
れ
る
の
は
す
べ
て
の
人
に
つ
い
て
で
あ
っ
て
、
候
補
者
が
選
挙
運
動
員
そ
の
他
の
第

三
者
に
提
供
す
る
場
合
に
限
ら
れ
ず
、
第
三
者
が
候
補
者
や
選
挙
運
動
員
に
提
供
す
る
場
合
も
、
そ
れ
が
選
挙

運
動
に
関
し
て
な
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
限
り
、
本
条
の
禁
止
の
違
反
と
な
る
」（
資
料
①
,	p
.10
38
.）。

•	
「
立
法
趣
旨
は
、
選
挙
運
動
は
、
そ
の
性
質
上
飲
食
物
の
提
供
を
伴
い
易
い
の
で
、
か
か
る
物
資
の
乱
費
を
抑
制

す
る
と
と
も
に
飲
食
物
の
提
供
に
よ
る
選
挙
運
動
費
用
の
増
こ
う
を
防
ぎ
、
候
補
者
の
負
担
を
軽
く
す
る
た
め

で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
」（
資
料
①
,	p
.10
37
.）。

•	
物
資
統
制
の
社
会
情
勢
下
で
制
定
さ
れ
た
昭
和
23
年
の
選
挙
運
動
等
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
で
、
湯
茶
を

除
く
一
切
の
飲
食
物
の
提
供
を
禁
止
す
る
規
制
が
導
入
さ
れ
た
。
し
か
し
、「
情
勢
が
一
応
安
定
す
る
と
、…
（
中

略
）
…
こ
の
規
定
は
著
し
く
社
会
通
念
に
反
す
る
こ
と
と
な
っ
た
の
で
、
昭
和
29
年
の
法
改
正
の
際
に
、
湯
茶

の
ほ
か
に
、
こ
れ
に
伴
い
通
常
用
い
ら
れ
る
程
度
の
菓
子
の
提
供
と
一
定
の
条
件
に
よ
る
弁
当
の
提
供
と
が
認

め
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
」（
資
料
①
,	p
.10
37
.）。

気
勢
を
張
る
行
為
の
禁

止
•	
選
挙
運
動
の
た
め
、
自
動
車
を
連
ね
又
は
隊
伍
を
組
ん
で
往
来
す
る
等
に
よ
っ
て
気
勢
を
張
る
行
為
を
す
る
こ

と
は
で
き
な
い
（
14
0
条
）。

•	
「
気
勢
を
張
る
行
為
が
選
挙
の
静
穏
を
害
し
、選
挙
人
の
冷
静
な
判
断
を
失
わ
せ
る
お
そ
れ
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
」

（
資
料
②
,	p
.22
7.）
。

•	
気
勢
を
張
る
行
為
に
関
す
る
規
制
は
、
明
治
33
年
の
衆
議
院
議
員
選
挙
法
改
正
で
初
め
て
導
入
さ
れ
た
。
昭
和

25
年
の
公
選
法
で
は
、
規
制
対
象
と
な
る
行
為
が
縮
小
さ
れ
、「
選
挙
に
関
し
」
気
勢
を
張
る
行
為
か
ら
「
選

挙
運
動
の
た
め
」
気
勢
を
張
る
行
為
と
な
っ
た
。




